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１ 行政経営改革プラン総括の趣旨 

本市では、平成 22 年度から平成 26 年度までの 5 年間を取組期間として、「稲沢

市行政経営改革プラン（平成 22 年度～平成 26 年度）」（以下「本プラン」という。）

を策定し、改革に取り組んできました。 

本プランでは、第 1 に「まず市民のこと、そしてまちの未来のことを考える」

こと、第 2 に「市民との協働を通じ、限られた経営資源を最大限に活用し、市民

満足の向上を目指す」ことを経営の基本理念とし、「成果、コストを重視した組織・

制度への転換」、「持続可能な財政運営の確立」、「職員の意識改革と人材育成」、「便

利で快適なサービスの実現」、「市民との協働による市政の実現」及び「市民との

役割分担を明確にし、効率的で質の高いサービスの実現」の 6 つを基本目標に掲

げました。そして、これらの基本目標を実現するため、改革の推進にあたっての

具体的な取組項目を示した行動計画において、62 の実施事項とこれに付随する 74

の実施計画を設定し、全庁を挙げて取り組んできました。 

今回、本プランの取組期間が終了したことから、5 年間で取り組んだ成果を検証

することを目的に総括を行いました。 

 

２ 行政経営改革プランの総括 

（１）全体評価  

本プランの中で設定した 74 の実施計画について、各担当課で評価を行った結

果、「Ａ」（計画どおり達成）が 39 項目、「Ｂ」（一部達成）が 33 項目、「Ｃ」

（調査検討中）が 2 項目となり、最終的な実施率は一部達成を含め 97.3％（72

項目）となりました。 

 

達成度 項目数 割合 

Ａ：達成 計画以上、計画どおりに達成できたもの 39 52.7％ 

Ｂ：一部達成 
計画の一部を達成、または実施したが数値

目標を達成できなかったもの 
33 44.6％ 

Ｃ：調査検討中 実施に向けて調査検討中のもの 2 2.7％ 

Ｄ：未実施 実施していないもの 0 0.0％ 

計 74 100.0％ 
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（２）個別評価  

実施計画ごとの評価及び今後の方針は、次のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施計画

1 組織機構の改革
適正な組織・機構の

見直し
Ａ 継続

地方公営企業法の

一部適用
Ａ 終了

経費負担の明確化、

資金調達状況等を

適切に区分し表示

Ａ 終了

2 定員管理の適正化 6
定員適正化計画の

見直し

定員適正化計画の

見直し（策定）
Ａ 変更継続

8
教育委員会の

第三者評価の推進

教育委員会の第三者

評価の推進
Ａ 継続

10
外国人住民に係る事務

の見直し

外国人登録制度の廃止

に伴う外国人住民に係

る事務の見直し

Ａ 終了

追① 郵便料の経費節減 区内特別郵便の活用 Ａ 変更継続

11 予算枠配分方式の実施
予算枠配分方式の実施

及び改善
Ｂ 変更継続

12
予算の複数年度管理の

実施
予算の複数年度管理 Ｂ 継続

5 入札制度の改革 13 契約方法の見直し 一般競争入札の拡大 Ａ 継続

前納報奨金制度の

改正・廃止
Ｂ 継続

税未納者の不動産の

差押公売を実施
Ｂ 継続

インターネット公売 Ｂ 継続

収入確保の徹底を検討 Ａ 継続

市営住宅家賃の見直し Ａ 終了

特定家庭用機器の収

集・運搬
Ａ 変更継続

焼却施設搬入手数料の

見直し
Ａ 継続

基本目標 取組項目 実施事項
計画

達成度

今後の方針

（次期プランへ

　の継続状況）

１

成果、コスト

を重視した組

織・制度への

転換

1 組織の改革

2 下水道事業の改革

3

継続

5
プロジェクトチームの

活用

組織横断的プロジェク

トチーム（PT）の活用
Ｂ 継続

支所機能の検討 支所機能の検討 Ｂ 継続

4 グループ制の活用
グループ制の啓発に

よる活用の促進
Ｃ

継続

施策評価の推進 Ａ 継続

3 事務事業の見直し

7
行政評価システムの

活用

事務事業評価の充実 Ａ

9 給食基本計画の策定

給食調理場の形態決定

と施設の建設計画の

策定

Ｂ

15
雇用創出策、企業誘

致・誘導策の検討

雇用創出策、企業誘

致・誘導策の検討
Ａ 変更継続

変更継続

4 予算編成の改革

1 収入確保の徹底

14
未収金対策の充実・促

進

継続

3
受益者負担の

適正化

17
公共施設等使用料の見

直し

公共施設等使用料の

見直し
Ｂ 継続

2
補助金等の

整理合理化
16 補助金等の見直し 補助金等の見直し Ｂ

18
廃棄物処理の受益者負

担の見直し

２
持続可能な財

政運営の確立
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19 公有財産の有効活用 遊休資産の活用 Ｂ 継続

ネーミングライツの

導入による歳入の確保
Ａ 継続

21 公用車の効率利用
公用車の集中管理を

進める
Ｂ 継続

市営住宅ストック総合

活用計画
Ａ 変更継続

橋梁長寿命化修繕計画 Ａ 継続

循環型社会形成推進

地域計画及び廃棄物

処理施設長寿命化計画

Ａ 継続

24 財政指標の適正管理
財政指標の算定及び

目標値の設定
Ｂ 継続

25
既発地方債等の低金利

借換

既発地方債等の低金利

借換
Ｃ 終了

27 財務諸表の作成 財務諸表の作成 Ｂ 変更継続

28 職員研修の充実

人材育成基本方針及び

社会情勢の変化に対応

した職員研修の充実

Ｂ 継続

29 接客向上運動の推進

接客向上運動の推進

ための各種取り組み

の実施

Ｂ 継続

30 職員提案制度の充実
職員提案制度の充実・

推進
Ｂ 継続

31
人材育成基本方針の策

定・推進

人材育成基本方針の

策定（見直し）と

その推進

Ｂ 継続

32 他団体との人事交流 他団体との人事交流 Ｂ 継続

33 任期付任用職員の検討
任期付任用職員の活用

についての検討
Ｂ 変更継続

34 人事考課制度の構築

人事考課制度の構築と

対象者の全職員への

拡大

Ｂ 変更継続

35 職員給与の適正化 職員給与の適正化 Ｂ 継続

36 フレックス制度の検討 フレックス制度の検討 Ｂ 終了

37 福利厚生の適正化
福利厚生の適正化の

推進
Ｂ 継続

広告掲載による歳入の

確保及び歳出の削減
Ｂ 継続

5 施設管理の適正化

22
公共施設のあり方の検

討

4
施設、資産等の

有効活用
20 新たな財源の確保

公共施設のあり方の

検討
Ａ 変更継続

23
公共施設マネジメント

の構築

公共施設維持管理計画

の策定
Ｂ 変更継続

終了

1 職員の意識改革

2 人材の育成・活用

3
人事給与制度の

改革

6 財政構造の改善

26
既発地方債等の

適正管理

公的資金補償金免除

繰上償還の実施
Ａ

２
持続可能な財

政運営の確立

３
職員の意識改

革と人材育成
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39
マルチペイメントネッ

トワーク(MPN）の導入

マルチペイメントネッ

トワーク（MPN）の導入
Ａ 終了

41
専門職員の育成、
情報化研修の実施

各種研修の実施 Ａ 継続

42
緊急情報配信サービス
の構築

緊急情報配信サービス
の実施

Ａ 変更継続

43 納付機会の拡大 市税等のコンビニ収納 Ａ 変更継続

45
放課後児童クラブの

推進

放課後児童クラブの

推進
Ｂ 継続

46 ホームページの充実
ホームページの利用性
の向上

Ｂ 継続

49
「市民め～る」等の
活用

「市民め～る」等の
活用

Ａ 継続

50 市政懇談会の開催 市政懇談会の開催 Ａ 継続

51 出前講座の推進 出前講座の推進 Ａ 継続

52
まちづくり推進協議会
の充実と支援

まちづくり推進協議会
の設立

Ｂ 継続

56
ボランティア、NPO、
市民活動団体の育成・

支援、指導者育成

市民活動支援センター

の運営体制の見直し
Ｂ 継続

57 アダプト制度の推進 アダプト制度の推進 Ｂ 継続

浄水場運転管理委託の
委託業務の拡大

Ａ 変更継続

看護助手業務委託化 Ａ 終了

60
地域団体との協働の推
進

公園管理の地元団体へ
の委託

Ａ 継続

継続

40
統合型GIS（地図情報シ

ステム）の構築

統合型GIS（地図情報シ

ステム）の構築
Ａ 終了

38
電子申請サービスの
推進

Ａ

女性委員の登用促進 Ｂ

48
パブリックコメント
制度の活用

申請書のダウンロー
ド、電子申請（市手続

き）の推進

Ａ

47 審議会等会議の公表

55 ワークショップの推進 ワークショップの推進 Ａ

58
各種業務へのNPO・

ボランティアの活用

NPO・ボランティアとの

協働

４
便利で快適な
サービスの実

現

1 電子市役所の推進

2
市民サービスの

充実
44

窓口開設時間の延長の

検討

実施項目の検討及び

他課との協議
Ａ 終了

審議会等会議録の公表 Ａ 終了

53

各種審議会等への

市民公募委員の
登用推進

市民公募委員の

登用促進
Ｂ

変更継続

新指針策定による制度

の効果的運用
Ａ 継続

民間委託等の推進

59 外部委託の検討・推進

施設の管理運営等

の見直し
61 指定管理者制度の充実

継続

パブリックコメント
制度の活用

Ａ 継続

継続

継続

54
各種審議会等への
女性委員の登用推進

2
市民との協働
による市政の推進

６

市民との役割
分担を明確に

し、効率的で
質の高いサー
ビスの実現

1

2

５

市民との協働

による市政の
実現

1
情報公開の推進
及び広報・広聴

機能の強化
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（３）効果額  

本プランにおける 5 年間の取組成果として、歳出削減や収入増加などの実績

影響額を算出したところ、総額で 30 億 3,225 万円となり、一定の効果をあげる

ことができました。 

特に「定員適正化計画の見直し」や「職員給与の適正化」による人件費の抑

制、遊休資産の売却・貸付等の「公有財産の有効活用」による収入増加の効果

が大きく、これらの効果額は 24 億 1,713 万円（79.7％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：千円）

１ 　成果、コストを重視した組織・制度への転換 △ 76,957 △ 154,953 △ 236,076 △ 283,821 △ 346,029 △ 1,097,836

1 組織機構の改革 - - - - - -

3 支所機能の検討 - - - - - -

4 グループ制の活用 - - - - - -

5
プロジェクトチームの
活用

- - - - - -

2
定員管理の
適正化

6
定員適正化計画の
見直し

△ 76,579 △ 154,228 △ 235,631 △ 283,260 △ 345,534 △ 1,095,232

8
教育委員会の第三者
評価の推進

- - - - - -

9 給食基本計画の策定 - - - - - -

10
外国人住民に係る
事務の見直し

- - - - - -

追① 郵便料の経費節減 △ 378 △ 725 △ 445 △ 561 △ 495 △ 2,604

11
予算枠配分方式の
実施

- - - - - -

12
予算の複数年度管理の
実施

- - - - - -

5
入札制度の
改革

13 契約方法の見直し - - - - - -

２ △ 55,005 △ 70,015 △ 360,247 △ 119,467 △ 149,998 △ 754,732

15
雇用創出策、企業
誘致・誘導策の検討

- - - - △ 36,934 △ 36,934

2
補助金等の
整理合理化

16 補助金等の見直し - - △ 48,995 △ 49,078 △ 49,078 △ 147,151

△ 10,485 △ 1,747 △ 31,060

△ 87,832

2,568

△ 30,864 △ 26,060 △ 30,896

△ 116 △ 71 △ 70

-

----

- - - - -

合計
実施事項

基本目標
平成26年度平成25年度平成24年度平成23年度平成22年度

取組項目

　持続可能な財政運営の確立

1 組織の改革

2 下水道事業の改革

4
予算編成の
改革

14
未収金対策の充実・
促進

3
受益者負担
の適正化

17
公共施設等使用料の
見直し

18
廃棄物処理の受益者
負担の見直し

2,898 △ 73

△ 18,068

1
収入確保の
徹底

3
事務事業の
見直し

7
行政評価システムの
活用

--

△ 518 △ 242

- △ 12

（単位：千円） 
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19 公有財産の有効活用 △ 53,555 △ 34,079 △ 112,037 △ 25,379 △ 21,169 △ 246,219

△ 3,830 △ 3,894 △ 4,742 △ 4,314 △ 4,682 △ 21,462

- - △ 1,000 △ 4,000 △ 4,000 △ 9,000

21 公用車の効率利用 - - - △ 80 △ 161 △ 241

22
公共施設のあり方の
検討

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

- - - - - -

24 財政指標の適正管理 - - - - - -

25
既発地方債等の
低金利借換

- - - - - -

26
既発地方債等の適正
管理

- △ 31,715 △ 144,425 - △ 1,261 △ 177,401

27 財務諸表の作成 - - - - - -

３ △ 147,997 △ 171,464 △ 226,292 △ 278,800 △ 254,884 △ 1,079,437

28 職員研修の充実 - - - - - -

29 接客向上運動の推進 - - - - - -

30 職員提案制度の充実 - - - - - -

31
人材育成基本方針の
策定・推進

- - - - - -

32 他団体との人事交流 - - - - - -

33
任期付任用職員の
検討

- - - - - -

34 人事考課制度の構築 - - - - - -

35 職員給与の適正化 △ 147,997 △ 168,878 △ 226,292 △ 278,800 △ 253,715 △ 1,075,682

36
フレックス制度の
検討

- - - - - -

37 福利厚生の適正化 - △ 2,586 - - △ 1,169 △ 3,755

４ - - - - -

38
電子申請サービスの
推進

- - - - - -

39
マルチペイメントネッ
トワーク(MPN）の導入

- - - - - -

40
統合型GIS（地図情報シ
ステム）の構築

- - - - - -

41
専門職員の育成、
情報化研修の実施

- - - - - -

42
緊急情報配信サービス
の構築

- - - - - -

43 納付機会の拡大 - - - - - -

44
窓口開設時間の延長の
検討

- - - - - -

45
放課後児童クラブの
推進

- - - - - -

５ - - - - - -

46 ホームページの充実 - - - - - -

47 審議会等会議の公表 - - - - - -

48
パブリックコメント
制度の活用

- - - - - -

49
「市民め～る」等の
活用

- - - - - -

50 市政懇談会の開催 - - - - - -

51 出前講座の推進 - - - - - -

4
施設、資産
等の有効活
用

6
財政構造の
改善

公共施設マネジメント
の構築

1
職員の意識
改革

2

　市民との協働による市政の実現

電子市役所
の推進

20 新たな財源の確保

23

5
施設管理の
適正化

人材の
育成・活用

3

　職員の意識改革と人材育成

　便利で快適なサービスの実現

人事給与
制度の改革

1

2
市民サービ
スの充実

1

情報公開の
推進及び広
報・広聴機
能の強化
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３ 基本目標ごとの取組み及び成果 

本プランでは、6 つの基本目標に基づき、62 の実施事項とこれに付随する 74 の

実施計画を設定して取組みを進めてきました。 

取組期間 5 年間における基本目標ごとの主な取組みと成果は次のとおりです。 

 

   

（効果額 10 億 9,784 万円） 

○行政課題に迅速かつ柔軟に対応できる簡素で効率的な組織の確立に向けて、平

成 23 年度及び 25 年度に市長部局の機構改革を実施しました。また、平成 23 年

度から公共下水道事業の一部（財務規定等）に地方公営企業法を適用し、企業

会計方式の経理を導入しました。 

○社会保障・税番号制度（マイナンバー制度）への対応など、市全体に関わる行

政課題等に対し、プロジェクトチームを活用することで組織横断的に解決にあ

たりました。 

○定員管理の適正化に努めた結果、計画期間内で正規職員が 51 人の削減となり、

人件費の抑制が図られました。 

○区内特別郵便を新たに活用し、全庁的な郵便料の節減に取り組みました。 

基本目標１ 成果、コストを重視した組織・制度への転換 

52
まちづくり推進協議会
の充実と支援

- - - - - -

53
各種審議会等への
市民公募委員の登用推
進

- - - - - -

54
各種審議会等への
女性委員の登用推進

- - - - - -

55
ワークショップの
推進

- - - - - -

56
ボランティア、NPO、市
民活動団体の育成・支
援、指導者育成

- - - - - -

57 アダプト制度の推進 - - - - - -

58
各種業務へのNPO・ボラ
ンティアの活用

- - - - - -

６ △ 14,444 △ 14,042 △ 15,715 △ 22,224 △ 33,820 △ 100,245

60
地域団体との協働の
推進

- - - - - -

2
施設の管理
運営等の
見直し

61 指定管理者制度の充実 - - - - △ 553 △ 553

△ 294,403 △ 410,474 △ 838,330 △ 704,312 △ 784,731 △ 3,032,250

△ 99,692△ 14,444 △ 14,042 △ 15,715 △ 22,224 △ 33,267

1
民間委託等
の推進

59
外部委託の検討・
推進

2
市民との
協働による
市政の推進

効果額（実績影響額）合計

　市民との役割分担を明確にし、効率的で
質の高いサービスの実現
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○給食基本計画の策定については、将来の給食施設のあり方や調理体制の見直し

を含め、引き続き検討を進めていきます。 

○入札契約制度における競争性及び透明性の確保を図るため、対象金額の引下げ

による一般競争入札の拡大に取り組みました。また、市内業者の受注機会の確

保と育成を図るため、入札参加要件を見直すとともに、一般競争入札（総合評

価落札方式）において地元下請比率を導入しました。 

 

   

（効果額 7 億 5,473 万円） 

○未収金対策の充実・促進を図るため、徴収体制の強化と不動産の差押による公

売を実施するとともに、前納報奨金制度について、平成 28 年度に交付率を引き

下げ、平成 30 年度に廃止する方針を決定しました。また、水道料金の未収金確

保について、業務委託によって民間のノウハウを活用した早期回収策を実施し

た結果、収納率 99.96％の目標値を達成することができました。 

○税収増と雇用創出によるまちの活性化のため、平和工業団地の開発による企業

誘致・誘導策を展開しました。企業立地促進奨励金をはじめとする優遇措置制

度を創設した結果、進出企業が平成 26 年から順次操業（第 1 期開発区域）を開

始するに至り、新たな税収の確保につながりました。 

○廃棄物処理費用に対する「負担の公平性」の確保を図るため、焼却施設搬入手

数料の見直しを行いました。また、補助金及び公共施設等使用料については、

検討委員会を立ち上げ、公平性や効率性、受益者負担の適正化の観点から順次

見直しを進めています。 

○遊休資産の貸付・売却に加え、平成 22 年度から自動販売機の設置に際し、行政

財産の貸付制度を導入した結果、収入の増加を図ることができました。また、

これまでの有料広告掲載の取組みに加え、平成 24 年度から市内 2 施設でネーミ

ングライツ事業を導入したことで、新たな財源の確保につながりました。 

○合併による類似施設の重複や、経年による老朽化、市民ニーズの変化等の課題

解決を図るため、外部委員会を設置して平成 23 年度と 24 年度の 2 年間で公共

施設のあり方を検討審議しました。この検討結果を受けて、平成 25 年 6 月には

公共施設再編に向けた市の基本方針となる「公共施設再編に関する考え方」を

策定しました。今後はこの基本方針に基づき、施設所管部局が中心となって施

基本目標２ 持続可能な財政運営の確立 
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設の再編・適正化に向けた取組みを順次進めていきます。 

  ○公的資金補償金免除繰上償還を実施し、公債費負担の軽減に努めました。 

 

   

（効果額 10 億 7,944 万円） 

○人材育成基本方針及び社会情勢の変化に対応した研修計画を毎年度策定し、計

画的に職員を受講させることで、次世代の行政経営を担う人材の育成に努めま

した。また、全庁を挙げて「親切、ていねい、スピードアップ行政」に取り組

むとともに、接遇研修をはじめとする各種研修の実施・派遣により接客向上運

動を推進しました。 

○職員の意識改革に向けた取組みとして、職員提案制度の充実・推進に努めまし

た。平成 23 年度に提案者プレゼンテーションを導入、24 年度に新規採用職員の

みを対象とした提案募集を開始するなど制度の改善に取り組みましたが、提案

件数は依然として年 20～30 件程度と伸び悩み、目標値である提案実施率も大き

く下回る結果となりました。 

○平成 26 年度から人事考課制度の対象を主査職まで拡大しました。なお、全職員

（主任職以下及び技能労務職）に対しては、27 年度の試行を踏まえ、28 年度か

ら本実施していくこととします。 

○職員給与の適正化に取り組み、給料表の改正、住居手当などの各種手当の改正

を行いました。また、福利厚生の適正化においては、互助会の助成金率を見直

しました。 

 

   

○平成 22 年度から携帯電話のメール機能を利用して、市民に不審者等に関する防

犯情報、警報・注意報等の気象情報や災害情報を配信する緊急情報配信サービ

スを開始しました。学校関係者や保護者への周知もあり、登録者数は順調に増

えています。 

○コンビニ収納の対象科目について、平成 22 年度から市県民税、固定資産税、国

民健康保険税、保育料、延長保育料、児童クラブ料及び市営住宅家賃を、平成

25 年度から保育園主食代、市営住宅駐車場使用料、祖父江霊園維持管理料及び

基本目標３ 職員の意識改革と人材育成 

基本目標４ 便利で快適なサービスの実現 
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祖父江霊園永代使用料を新たに追加し、納付機会の拡大による市民サービスの

向上に努めました。 

○平成 26 年 1 月から市民課休日窓口（月 1 回、第 4 土曜日、午前 9 時～正午）を

開設しました。また、住民異動の届出が増える年度替わりの時期に合わせて臨

時休日窓口（3 月最終土曜日及び 4 月最初の土曜日、午前 9 時～正午）も開設し、

窓口の混雑緩和と平日市役所へ来ることができない市民への利便性の向上に努

めました。 

○子育て支援の充実と放課後等における子どもたちの安全で健やかな居場所づく

りを推進するため、放課後児童クラブの整備拡大を進めました。 

 

   

○市民にとって分かりやすい市政情報を発信するため、平成 27 年 1 月にホームペ

ージのトップ画面をリニューアルしました。また、同時期にフェイスブックの

公式ページを開設しました。現在、市が行うイベントや行事の案内だけでなく、

市の魅力の発信にも積極的に活用しています。 

○パブリックコメント制度の活用や各種審議会への公募委員の登用、ワークショッ

プの開催等により、市政やまちづくりに市民の意見や声を反映させました。 

○支所及び市民センターを拠点とした市民協働によるまちづくりを推進するため、

中学校区単位で各地区まちづくり推進協議会を編成し、充実と支援に努めまし

た。今後は、事業計画の策定や予算編成に際して中心的な役割を担うことがで

きる役員の育成や自立した運営体制の確立にも取り組んでいきます。 

○市民活動支援センターの運営体制の見直しについては、平成 24 年度から運営業

務の一部を市民活動団体に委託したものの、この 5 年間で十分な成果を挙げる

ことができませんでした。リーダー育成や活動の場の提供等、市民活動団体が

抱える課題・問題を解消すべく、引き続き運営体制の見直しに取り組んでいき

ます。 

○道路の美化と清掃活動にアダプト制度を活用しました。また、ＮＰＯ・ボラン

ティアとの協働により、高齢者ふれあいサロンの充実と市民病院内における患

者サービスの向上にも取り組みました 

 

 

基本目標５ 市民との協働による市政の実現 
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（効果額 1 億 25 万円） 

  ○民間委託等の推進により、浄水場運転管理業務の委託範囲の拡大と市民病院看

護助手業務の委託化に取り組みました。  

  ○公園における清掃等の日常的な管理について、新たに 17 公園で地域団体等に委

託した結果、利用者のモラル向上と施設の良好な維持管理が図られました。 

  ○指定管理者制度の充実では、多くの導入施設で指定期間の更新を迎えたことか

ら、平成 23 年度と 25 年度の 2 度にわたって「公の施設における指定管理者制

度運用指針」を改定しました。また、新指針に基づく施設モニタリングの実施

や指定管理者候補者選定委員会の設置単位や委員構成の見直し等によって、制

度の適正運営に取り組みました。平成 26 年度から新たに明治老人福祉センター

けやき館へ導入した結果、現在 29 施設で指定管理者制度を活用した管理運営が

行われています。 

 

 

４ 今後の行政経営改革の取組み 

本プランの 5 年間の取組みによって、前述のとおり一定の成果を挙げることが

できましたが、一方で、期間内に計画の一部分しか達成できなかった事項や検討

や見直しに時間を要し、当初の計画どおりに推進できなかったものもありました。

また、プランの推進にあたって、目標設定の仕方や進捗状況の管理方法などにも

課題が残りました。 

そのため、今年 3 月に本プランを発展継承する形で策定した「稲沢市行政経営

改革プラン（平成 27 年度～平成 31 年度）」（以下「次期プラン」という。）におい

ては、これらの課題項目を整理し、未達成事項について取組内容の見直しや今後

の進捗の見通しなどを検証した上で、継続事項として盛り込みました。また、本

市を取り巻く社会経済環境の変化に対応するため、新たに改革を推進すべきと判

断した実施事項についても追加しました。 

今後、地方分権の進展や少子高齢化が大きく進む中で、社会保障問題や世界経

済の不安やそれに伴う国内景気の低迷など、国や地方を取り巻く社会経済環境は

基本目標６ 市民との役割分担を明確にし、効率的で質の高い 

サービスの実現 
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なお一層厳しくなると考えられます。本市においても、近い将来、人口減少に加

えて急速な高齢化が進む中で、収入の減少と福祉・医療・介護をはじめとする社

会保障関係経費の増加などにより、収支状況が悪化していくことが予測されます。 

将来にわたって持続可能な行財政運営を推進していくためには、これまでの行

財政運営の仕組みや構造を変えていく意識が求められます。 

そのため、次期プランでは、職員一人ひとりが強い自覚と責任感を持つととも

に、組織が一丸となって行政経営改革の取組みを一層推進していきます。 

 

      

       



【行動計画の体系】

担当課

1 組織機構の改革 企画政策課

2 下水道事業の改革 下水道課

3 支所機能の検討
企画政策課

支所

4 グループ制の活用
企画政策課

各課

5 プロジェクトチームの活用
都市計画課

各課

２ 定員管理の適正化 6 定員適正化計画の見直し 人事課

7 行政評価システムの活用
企画政策課

各課

8 教育委員会の第三者評価の推進 庶務課

9 給食基本計画の策定
こども課
庶務課

10 外国人住民に係る事務の見直し 市民課

追① 郵便料の経費節減 総務課

11 予算枠配分方式の実施 財政課

12 予算の複数年度管理の実施 財政課

５ 入札制度の改革 13 契約方法の見直し 契約検査課

14 未収金対策の充実・促進
収納課

水道業務課

15
雇用創出策、企業誘致・誘導策の
検討

商工観光課
企業立地推進課

２ 補助金等の整理合理化 16 補助金等の見直し
財政課
関係課

17 公共施設等使用料の見直し
財政課
建築課
関係課

18 廃棄物処理の受益者負担の見直し
資源対策課
環境施設課

２
持続可能な
財政運営の
確立

１ 収入確保の徹底

３ 受益者負担の適正化

１

成果、コス
トを重視し
た組織・制
度への転換

１ 組織の改革

３ 事務事業の見直し

４ 予算編成の改革

○資料

　（１）稲沢市行政経営改革プラン（平成22年度～平成26年度）行動計画

基本目標 取組項目 実施事項

 　　　　行政経営改革プラン行動計画は、本プランで掲げた6つの基本目標を実現するため、
　　　 本市が平成22年度から26年度までの5年間で実施すべき具体的な取組項目を示したも
　　　 のです。
　　　　 改革の推進にあたっては、取組項目の追加や実施年度の変更等、計画内容を随時
　　　見直しながら取組みを進めました。
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担当課基本目標 取組項目 実施事項

19 公有財産の有効活用 財政課

20 新たな財源の確保
企画政策課

各課

21 公用車の効率利用 財政課

22 公共施設のあり方の検討
企画政策課

関係課

23 公共施設マネジメントの構築

環境施設課
都市計画課

土木課
建築課
関係課

24 財政指標の適正管理 財政課

25 既発地方債等の低金利借換 下水道課

26 既発地方債等の適正管理

財政課
水道業務課
下水道課

市民病院管理課

27 財務諸表の作成 財政課

28 職員研修の充実 人事課

29 接客向上運動の推進 人事課

30 職員提案制度の充実 企画政策課

31 人材育成基本方針の策定・推進 人事課

32 他団体との人事交流 人事課

33 任期付任用職員の検討 人事課

34 人事考課制度の構築 人事課

35 職員給与の適正化 人事課

36 フレックス制度の検討 人事課

37 福利厚生の適正化 人事課

38 電子申請サービスの推進
情報推進課

各課

39
マルチペイメントネットワーク
(MPN）の導入

会計課

40
統合型GIS（地図情報システム）の
構築

情報推進課
関係課

41 専門職員の育成、情報化研修の実施 情報推進課

42 緊急情報配信サービスの構築 情報推進課

４
便利で快適
なサービス
の実現

１ 電子市役所の推進

３
職員の意識
改革と人材
育成

１ 職員の意識改革

２ 人材の育成・活用

３ 人事給与制度の改革

２
持続可能な
財政運営の
確立

４ 施設、資産等の有効活用

５ 施設管理の適正化

６ 財政構造の改善
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担当課基本目標 取組項目 実施事項

43 納付機会の拡大 収納課

44 窓口開設時間の延長の検討
市民課
関係課

45 放課後児童クラブの推進 こども課

46 ホームページの充実 秘書広報課

47 審議会等会議の公表
都市計画課

各課

48 パブリックコメント制度の活用
企画政策課

建築課
各課

49 「市民め～る」等の活用 秘書広報課

50 市政懇談会の開催 秘書広報課

51 出前講座の推進 秘書広報課

52 まちづくり推進協議会の充実と支援 地域振興課

53
各種審議会等への市民公募委員の
登用推進

企画政策課
各課

54
各種審議会等への女性委員の
登用推進

企画政策課
都市計画課
農業委員会

各課

55 ワークショップの推進
都市計画課

各課

56
ボランティア、ＮＰＯ、市民活動
団体の育成・支援、指導者育成

地域振興課

57 アダプト制度の推進 用地管理課

58
各種業務へのＮＰＯ・ボランティア
の活用

高齢介護課
都市計画課

市民病院管理課
各課

59 外部委託の検討・推進
水道業務課

市民病院管理課
各課

60 地域団体との協働の推進 都市計画課

２
施設の管理運営等の
見直し

61 指定管理者制度の充実
企画政策課

各課

実施の開始又は継続的な取組み

計画の実施に向けた調査検討

【行動計画の見方】

６

市民との役
割分担を明
確にし、効
率的で質の
高いサービ
スの実現

１ 民間委託等の推進

５
市民との協
働による市
政の実現

１
情報公開の推進及び
広報・広聴機能の強化

２
市民との協働による市政
の推進

４
便利で快適
なサービス
の実現

２ 市民サービスの充実
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１ 成果、コストを重視した組織・制度への転換

１ 組織の改革

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

１ 組織機構の改革
適正な組織・
機構の見直し

社会・経済情勢の変化
や、多様化する市民ニー
ズに迅速に対応するため
組織機構の見直しを行
う。

見直し
の実施

企画政策課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

地方公営企業
法の一部適用

公共下水道事業に地方公
営企業法の一部（財務規
定）を適用し、企業会計
方式の経理を行う。

適用
事務

適用

経費負担の明
確化、資金調
達状況等を適
切に区分し表
示

企業会計方式の経理を行
うことにより、経費負担
の明確化、収入、コスト
（支出）、資金調達状況
等を適切に区分し表示
（公開）する。

検討 実施

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

３ 支所機能の検討
支所機能の
検討

本庁へ事務や職員の集約
を図りながら、地域住民
のサービスに的確に対応
できる支所の体制・機能
のあり方を検討する。

検討

企画政策課

各支所

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

４ グループ制の活用
グループ制の
啓発による
活用の促進

多様な行政ニーズに機動
的かつ柔軟に対応できる
グループ制のメリットを
活かした組織運営を行
う。

啓発
促進

企画政策課

各課

２ 下水道事業の改革 下水道課

　分権時代にふさわしい自己決定･自己責任の観点に立った、市民が利用しやすく、わかりやすい
簡素で効率的な組織機構となるよう絶えず見直しを行い、市民の声を適正・迅速に反映できる組織
機構となるよう積極的に対応していきます。
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

５
プロジェクト
チームの活用

組織横断的プ
ロジェクト
チーム（PT)の
活用

複数の部課に関係する重
要政策や特命課題につい
て、調査研究、計画の策
定などを行うため、必要
に応じプロジェクトチー
ムを設置し活用を図る。

実施

都市計画課

各課

２ 定員管理の適正化

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

６
定員適正化計画の
見直し

定員適正化
計画の見直し
（策定）

現計画の期間が終了した
ため、平成25年度早期に
平成26年度を始期とする
計画を策定する。また、
策定にあたっては、第5次
総合計画に基づく行政需
要等を勘案し、適正な職
員数を確保できるものと
する。

計画の
策定

実施
人事課

３ 事務事業の見直し

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

事務事業評価
の充実

事務事業について、ロ
ジックモデルを用いて有
効性や効率性を客観的に
評価し、事務事業の改善
や資源の有効配分を図
る。

検討
試行

実施

施策評価の
推進

施策を構成する事務事業
の優先度や方向性を明ら
かにして、その成果を評
価し行財政運営に反映さ
せる。

実施

 国や県からの権限移譲により、市が担うべき事務業務が増加していくことが見込まれる中、新た
に生じる行政課題や多様化する市民ニーズに対し、迅速かつ的確に応えていくため、市が実施しな
ければならない事務事業を明確にし、事業の廃止、事務の改善などに取り組みます。

７
行政評価システム
の活用

　定員管理については、限られた職員数の中で増大する行政課題に対応していく必要があります。
行政サービスの低下を招かないよう、適正な業務の執行体制を確保し、定員管理の適正化に努めま
す。

企画政策課

各課
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

８
教育委員会の
第三者評価の
推進

外部評価委員
会による事業
の点検及び
評価

外部評価委員会による教
育委員会の主な施策の点
検及び評価の結果を公表
する。

実施
庶務課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

９
給食基本計画の策
定

給食調理場の
形態決定と施
設の建設計画
の策定

今後の給食施設のあり方
を協議し、衛生管理基準
に合わせた給食施設建設
計画を立案する。また、
園児・児童生徒に安心安
全な給食の提供と生きた
教材として食育推進のた
めに活用していく。

市内給
食施設
の方向
性を協
議

市内給
食施設
の方向
性を委
員会で
協議
（※）

計画の
検討・
協議

庶務課
こども課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

10
外国人住民に
係る事務の見直し

外国人登録制
度の廃止に伴
う外国人住民
に係る事務の
見直し

住民基本台帳法の一部改
正に伴い外国人登録制度
が廃止になり、新たに外
国人住民が住民基本台帳
制度に取り込まれるた
め、事務の見直しを図
る。

システ
ム改修
費予算
化

職場レ
イアウ
ト変更

移行
本実施

市民課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

追
①

郵便料の
経費節減

区内特別郵便
の活用

各課から出される郵便物
を総務課で取りまとめて
郵便局の割引制度を使え
るようにする。

9月か
ら試行

全庁的
に実施

総務課

　　　　

※「給食あり方検討委員会（仮称）」
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４ 予算編成の改革

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

11
予算枠配分方式の
実施

予算枠配分方
式の実施及び
改善

予算枠の範囲内におい
て、各部が自らの裁量に
よって予算を調整する枠
配分方式の手法を平成21
年度から取り入れてお
り、今後も的確に執行す
るとともに、より効果
的・効率的な手法となる
よう改善を行う。

他市の
調査・
検討
改善の
実施

財政課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

12
予算の複数年度
管理の実施

予算の複数
年度管理

中期的な視野に立った財
政運営を行なうため、予
算の複数年度管理につい
て検討を行う。
第5次総合計画の後期計画
に併せ複数年度管理を実
施。

検討 実施
財政課

５ 入札制度の改革

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

13
契約方法の
見直し

一般競争入札
の拡大

入札契約制度の適正化を
図るため、契約方法の検
討を行う。
競争性、透明性の確保を
図るため、一般競争入札
の拡大に向け取り組む。

実施
契約検査課

　厳しい財政状況の下、限られた財源を有効に活用し、多様化する市民ニーズに的確に対応してい
く、予算編成のあり方を抜本的に見直し、より効率的な予算編成の仕組みを構築していきます。

　公共事業に係る入札・契約手続とその運用について、より透明性・公平性の確保に努めるととも
に、一層の改善・改革に取り組んでいきます。
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２ 持続可能な財政運営の確立

１ 収入確保の徹底

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

前納報奨金
制度の見直し

固定資産税の前納報奨金
制度について見直しを行
うとともに、早期納付と
収納率の向上を維持す
る。

実施

税未納者の
不動産の差押
公売を実施

納税の必要性を理解して
もらうために、徴収体制
の強化と不動産の差押に
よる公売を実施。

実施

【数値目標】
公売
3件

公売
3件

公売
3件

公売
3件

公売
3件

インターネッ
ト公売

滞納者から差し押さえた
財産をインターネットを
利用して公売し、市税債
権を確保するとともに、
納税の公平性を図る。

検討

実施手
順策定
及び
公売担
当者の
雇用

実施

【数値目標】

収納率
市税
95％

国保税
68％

収納率
市税
96％

国保税
68％

収納率
市税
96％

国保税
69％

収入確保の
徹底を検討

民間の経営理念や手法を
導入し、民間の専門分野
のノウハウを活用するこ
とにより、最小の経費で
最大の効果を目指し、顧
客満足度志向の徹底を図
る。

実施

【数値目標】

・不納欠損対象年度の収
納率を目標値とする
・平成21年度（平成19年
度）実績　99.916％
・数値目標が達成された
場合は、更に数値目標を
上げるものとする。

99.92% 99.93% 99.94% 99.95% 99.96%

　収納率の向上を図ることは、自主財源の確保はもとより、負担の公平性の確保の観点や安定した
サービスを継続的に提供するためにも重要な課題です。そのため、未収金対策の強化を図り、収入
の確保に取り組みます。

水道業務課

14
未収金対策の
充実・促進

収納課
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

雇用創出策、
企業誘致・誘
導策の検討

平和町嫁振、東城、横
池、下三宅地区に跨る農
振農用地地区における工
場用地開発。開発は1期2
期に分け、1期開発面積は
約23haで市街化調整区域
内地区計画により開発す
る。2期開発の時期等は、
地域の皆様の理解と企業
ニーズを踏まえ検討す
る。

造成
工事
着手

造成
工事
完了

工場
建設

企業立地
推進課

【数値目標】 固定資産税収入（土地）
36,934
千円

雇用創出、企
業誘致・誘導
策の検討

企業誘致等により新たな
雇用の創出、推進の方策
を検討していく。

優遇措
置の検
討・雇
用促進
の要請

雇用促
進の要
請

商工観光課

２ 補助金等の整理合理化

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

16 補助金等の見直し
補助金等の
見直し

公平性や効率性などの観
点から、補助対象事業や
補助金額の整合性など、
本来あるべき姿を検討し
て、補助金の適正化を図
る。
見直し指針を作成し、指
針に沿った予算編成の実
施。

現況
調査

見直し
指針
作成

財政課
関係課

雇用創出策、企業
誘致・誘導策の検
討

15

　補助金等については、その必要性や成果を考慮し、実効性、効率性の向上に努め、適正化を図り
ます。
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３ 受益者負担の適正化

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

公共施設等使
用料の見直し

行政サービスにかかるコ
ストに応じて負担の公平
化を図る必要があること
から、受益者負担の適正
化を図る。

実施
財政課
関係課

市営住宅家賃
の見直し

市営住宅家賃において、
新設における住戸改善事
業（浴槽設置等）が施さ
れた住宅においては、そ
の改善事業費を家賃に加
算していく。

家賃算
定等の
根拠資
料整備

毎年度
家賃
算定

建築課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

特定家庭用機
器の収集・運
搬

稲沢市に適した廃棄物処
理（地デジ化に伴う廃棄
テレビの処分など、家電
リサイクル法の規定外品
(義務外品)の処分）の応
分負担を調査研究する。

検討 実施
資源対策課

焼却施設搬入
手数料の見直
し

稲沢市に適した廃棄物処
理（環境センター搬入処
分費用）の応分負担を調
査研究する。

（現行）150円/10ｋｇ

検討 実施
環境施設課

４ 施設、資産等の有効活用

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

19
公有財産の
有効活用

遊休資産の
活用

遊休資産については、市
及び県の公共事業の代替
用地としての活用や一般
競争入札等により売却を
進める。また、事務所、
駐車場、資材置場等に貸
付を行なう。

遊休資
産の売
却及び
貸付

財政課

　受益者負担の原則に基づき、行政サービスを受ける受益者に、その受益に応じて負担を求める必
要があります。市民負担の公平性の観点から経費負担のあり方を検討し、受益と負担の適正化を図
ります。

17
公共施設等使用料
の見直し

　施設、資産等のより一層の有効活用を図り、収入の確保や効率的な資産等の活用による経費の縮
減に努めます。

18
廃棄物処理の受益
者負担の見直し
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

市の印刷物やホームペー
ジ、公共施設などの資産
に民間企業等の広告を掲
載し、自主財源の確保、
経費節減を図る。

実施

秘書広報課
企画政策課
地域振興課

財政課
収納課
各課

「いなざわタウンガイ
ド」を作成するにあた
り、企業広告を掲載する
ことで歳出の削減を図
る。

実施
秘書広報課

ネーミングラ
イツの導入に
よる歳入の確
保

市が設置する公共施設等
の資産の名称に、民間企
業等の企業名、商品名等
を冠した愛称を付与し、
自主財源の確保を図る。

検討 実施

企画政策課

関係課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

公用車の
集中管理

公用車の集中管理を進め
ることで、効率的な利用
を図り、公用車の削減に
努める。

検討
財政課

【数値目標】
8台
削減

５ 施設管理の適正化

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

22
公共施設のあり方
の検討

公共施設の
あり方の検討

合併後の市域全体におけ
る公共施設のあり方につ
いて検討していく。

基礎
資料

の収集

検討委
員会の
設置

基本
方針

の策定

企画政策課

関係課

公用車の効率
利用

　施設の老朽化が進み維持管理経費が財政を圧迫する要因となっています。公共施設の設置目的を
踏まえ、耐用年数、利用状況、管理運営状況等を調査し、施設のあり方の検討を行い、効率的な施
設管理に努めます。

21

広告掲載によ
る歳入の確保
及び歳出の削
減

20
新たな財源の
確保
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

公共施設維持
管理計画の策
定

公共施設の維持管理につ
いて、将来的に必要とな
る改修費等の試算や今後
の課題等を整理した「公
共施設維持管理計画」を
策定し、効果的な修繕を
行い公共施設の維持管理
コストの抑制を図る。

基礎
資料の
収集

調査・
検討

策定
建築課
関係課

市営住宅
ストック総合
活用計画

市営住宅ストック総合活
用計画（公営住宅等長寿
命化計画）を策定し、市
営住宅の建替・改善等の
整備保全等の活用方針と
運用を定め、市営住宅の
有効活用を図る。

現地調
査及び
アン
ケート
調査の
実施

基本
方針
及び
計画
立案

建築課

橋梁長寿命化
修繕計画

今後老朽化する道路橋の
増大に備え、橋梁長寿命
化修繕計画を策定するこ
とにより従来の事後的措
置から予防的な修繕、計
画的な架替えへと方針を
転換することで、橋梁の
延命並びに修繕・架替え
費用の縮減を図り、地域
の道路網の安全性・信頼
性を確保する。

橋梁点
検結果
に基づ
き修繕
計画策
定

土木課

循環型社会形
成推進地域計
画及び廃棄物
処理施設長寿
命化計画

廃棄物の3Ｒ（リデュー
ス、リユース、リサイク
ル）を総合的に推進する
ため、市の自主性と創意
工夫を活かしながら総合
的に廃棄物処理施設の整
備を推進することによ
り、循環型社会の形成を
図る。

循環型
社会形
成推進
地域計
画の
策定

廃棄物
処理施
設長寿
命化計
画の
策定

施設
整備
設計

施設
基幹
整備

（H25-
Ｈ27）

環境施設課

公共施設維持
管理計画の策
定

公共施設の維持管理につ
いて、将来的に必要とな
る改修費等の試算や今後
の課題等を整理した「公
園施設長寿命化計画」を
策定し、効果的な修繕及
び改修を行い公共施設の
維持管理コストの抑制を
図っていく。

検討
公園施
設長寿
命化計
画策定

都市計画課

23
公共施設マネジメ
ントの構築
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６ 財政構造の改善

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

24
財政指標の適正管
理

財政指標の算
定及び目標値
の設定

限られた財源を重点的・
効率的に配分しつつ、歳
出規模の増大を抑えると
ともに、公債費残高の累
増を抑制し、健全財政の
維持に向けて、財政指標
の適正管理に取り組む。

実施
財政課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

25
既発地方債等の低
金利借換

既発地方債等
の低金利借換

公共下水道事業債につい
て、平成17年度に公営企
業金融公庫（現地方公共
団体金融機構）借入分の
一部借換の許可が得られ
実施した。今後において
も、健全財政維持のた
め、随時低利債への借換
を検討、実施していく。

検討
下水道課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

26
既発地方債の適正
管理

公的資金補償
金免除繰上償
還の実施

随時、低利債への借換を
検討していくとともに、
平成19年度から平成21年
度までの補償金免除繰上
償還措置が3年間延長され
たことに伴い、要件に該
当する場合は随時繰上償
還を行う。

実施

財政課
水道業務課

下水道課
市民病院
管理課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

27 財務諸表の作成
財務諸表の
作成

民間企業会計の考え方と
会計実務を基に、資産、
税収や移転収支など地方
公共団体の特殊性を加味
し、資産・負債管理や予
算編成への活用等、公会
計に期待される機能を果
たすことを目的とした財
務諸表の作成に取り組
む。

実施 財政課

　歳出全般の効率化と財源配分の重点化を図るため、財政構造の改善を図ります。
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３ 職員の意識改革と人材育成

１ 職員の意識改革

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

28 職員研修の充実

人材育成基本
方針及び社会
情勢の変化に
対応した職員
研修の充実

稲沢市職員人材育成方針
に基づき、併せて社会情
勢の変化に対応しつつ、
毎年度研修に関する計画
を定め、稲沢市行政を担
う職員の育成確保に努め
る。

実施
人事課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

29
接客向上運動の推
進

接客向上運動
の推進のため
の各種取組み
の実施

市主催の研修及び尾張五
市二町研修協議会を始め
とする外部機関への派遣
研修への取組みの他、現
行の「親切、ていねい、
スピードアップ行政の推
進」の実施など、積極的
に窓口対応の向上に努め
る。また、平成21年度か
ら実施している「手話研
修」を充実させ、窓口で
のバリアフリー化を推進
する。

実施

人事課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

30
職員提案制度の充
実

職員提案制度
の充実・推進

職員から市政全般に関す
る提案を求め、職員の政
策参加機会を積極的に推
進し、これを実施するこ
とにより職員の職務意欲
の向上を図るとともに、
行政の合理化と市民に対
するサービスの向上を図
る。

実施

企画政策課

　社会情勢の変化や市民のニーズに応え、質の高いサービスを効果的に提供していくために、職員
の意欲、能力が最大限発揮される仕組みを構築し、職員一人ひとりの資質の向上を図ります。
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２ 人材の育成・活用

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

31
人材育成基本方針
の策定･推進

人材育成基本
方針の策定(見
直し)とその推
進

現行の人材育成基本方針
の期間が終了したため、
平成24年度中に平成25年
度を始期とする新たな基
本方針を策定（見直し）
した上で、本市の目指す
べき将来像の実現のため
この基本方針に基づく研
修の実施に取り組む。

基本
方針

の推進

基本
方針

の策定
(見直
し)

新基本
方針

の推進

人事課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

本市が構成団体となって
いる尾張農業共済事務組
合及び愛知県後期高齢者
医療広域連合への派遣に
ついては、派遣の要請に
基づき派遣を継続する。

実施

課題事業又は新規事業若
しくは教育行政の振興に
対応するための愛知県又
は愛知県教育委員会から
の派遣については、必要
に応じて要望し、受入れ
を行う。

実施

愛知県への実務研修生に
ついては、地方分権に対
応するため、また、県行
政のノウハウを習得させ
るため、若手の職員を必
要に応じて派遣する。

実施

稲沢市職員公益的法人等
へ派遣に関する条例に基
づき行っている稲沢市社
会福祉協議会への派遣
は、人件費の負担及び協
議会の独立性を確保する
観点から廃止する。

見直し 実施 廃止

32
他団体との人事交
流

他団体との
人事交流の
推進

人事課

　職員が意欲を持ち、達成感を感じながら、その能力を最大限に発揮できるよう、多用な研修を通
じて人材の育成に取り組みます。
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

33
任期付任用職員の
検討

任期付任用職
員の活用につ
いての検討

任期付任用職員について
は、採用後に従事させる
事務に必要とされる専門
的な知識経験の度合や、
配属すべき部署の検討な
ど課題を整理した上で、
他市の状況を見ながら検
討を進める。

検討 人事課

３ 人事給与制度の改革

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

34
人事考課制度の
構築

人事考課制度
の構築と対象
者の全職員へ
の拡大

人事考課制度について
は、導入以来数度にわた
り改正してきたが、全体
としての制度確立にはい
たっていないため、全職
員に対して拡大して実施
すべくさらに制度の改良
に努める。

実施

拡大に
ついて
は検討

人事課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

35 職員給与の適正化
職員給与の
適正化

職員の給与については、
人事院勧告及び愛知県人
事委員会勧告に基づき、
今後とも適正化を推進す
る。

実施
人事課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

36
フレックス制度の
検討

フレックス
制度の検討

フレックス制度について
は、県内においても導入
されている事例は皆無で
あり、今後は、多様な任
用の方法も合わせ、市民
サービス向上の観点も考
慮しつつ、他市の動向を
注視しながら引き続き検
討する必要がある。

検討
人事課

　職員の給与について、国、県及び他市との均衡を考慮しながら適正な水準の維持に努めるととも
に、職員の勤務意欲・士気の高揚を図り、能力・実績を一層重視した人事給与制度の構築を進めま
す。
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

37 福利厚生の適正化
福利厚生の
適正化の推進

職員の福利厚生事業の根
幹である稲沢市職員互助
会のあり方については、
事業の内容をはじめ公費
負担(助成金率)の考え方
について、他市の状況を
把握した上で、市民に対
して説明責任を果たすた
めにも一層の適正化を推
進する。

実施
人事課

４ 便利で快適なサービスの実現

１ 電子市役所の実現

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

38
電子申請サービス
の推進

申請書ダウン
ロード、電子
申請（市手続
き）の推進

市のホームページを通じ
て、各種申請書が入手で
きるサービスを提供する
とともに、インターネッ
ト上で申請のできるサー
ビスを推進する。

実施

情報推進課

各課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

39
マルチペイメント
ネットワーク
(MPN）の導入

マルチペイメ
ントネット
ワーク(MPN）
の導入

マルチペイメントネット
ワーク(MPN）の導入に向
けた歳入システムの構築
により公金収納の効率化
及び合理化を図る。

歳入シ
ステム
導入計
画の策
定

システ
ムの
検討

システ
ムの
稼動

会計課

　電子市役所化に継続して取り組み、市民がいつでも行政情報を閲覧したり、各種申請、届出など
の行政手続きが行えるよう推進していきます。
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

40
統合型GIS(地図情
報システム）の構
築

統合型GIS（地
図情報システ
ム）の構築

各課で利用している地図
情報を一本化したシステ
ムを構築する。

システ
ム改修

システ
ム改修
（航空
写真）

情報推進課

関係課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

41
専門職員の育成、
情報化研修の実施

各種研修の
実施

情報化を担う専門職員を
育成するとともに、職員
の情報を使いこなす能力
の向上を図るため、情報
化研修の実施に取り組
む。
・地方自治情報センター
  のセミナーへの派遣
・eラーニング｢情報セ
  キュリティ研修」
・専門派遣研修

実施
情報推進課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

42
緊急情報配信サー
ビスの構築

緊急情報配信
サービスの
実施

携帯電話のメール機能を
利用して、市民に不審者
等に関する防犯情報、警
報・注意報等の気象情報
や災害情報を配信する。

検討
実施

情報推進課

２ 市民サービスの充実

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

43 納付機会の拡大
市税等の
コンビニ収納

夜間においても市税等を
納付する機会を増やす。

市県民税、軽自動車税、
固定資産税、健康保険
税、保育料、延長保育
料、児童クラブ料、市営
住宅家賃

実施
収納課

　市民ニーズを踏まえた利便性の高いサービスの提供を目指し、市民サービスの基本である窓口
サービスの見直しを進め、市民の目線に立った行政サービスの提供に努めます。
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

44
窓口開設時間の延
長の検討

実施項目の検
討及び他課と
の協議

市民課が発行する証明書
（住民票の広域交付は除
く。）に限っての交付に
ついては、平成24年7月の
住民基本台帳法等の改正
により外国人住民に対す
る証明書の発行も可能に
なるので実施に向け取り
組む。

課内の
職員意
識調査

具体的
な方法
の調査
研究と
他課と
の調整

窓口開
設時間
延長の
一部試
験的実
施

窓口開
設時間
延長の
本稼働
実施

市民課
関係課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

45
放課後児童クラブ
の推進

放課後児童ク
ラブの推進

公共施設の有効利用とし
て児童クラブ事業を平成
18年度より実施してきた
が、今後も放課後子ども
プランの計画と合わせ
て、継続実施していく。

実施

こども課

５ 市民との協働による市政の実現

１ 情報公開の推進及び広報・広聴機能の強化

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

46
ホームページの充
実

ホームページ
の利便性の
向上

インターネットの特性を
生かした情報の発信を目
指し、システムの導入を
検討する。

秘書広報課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

47
審議会等会議の公
表

審議会等会議
録の公表

市民や有識者で構成され
る各種審議会等の会議録
等を公表し、積極的な情
報提供に努める。

実施

都市計画課

各課

　まちづくりを進めていく上で必要なことは、市民と行政が共通の認識を持つことです。行政運営
に関する情報を積極的に市民に開示・共有することにより行政の公平性や透明性を確保し、市民に
信頼される開かれた市政運営を行っていきます。

現在のシステムの充実を図りながら、
新システムの効果と導入の検討 

－31－



番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

48
パブリックコメン
ト制度の活用

パブリック
コメント制度
の活用

市政全体もしくは各行政
分野における施策の基本
的な方針などを定める前
に、計画段階において幅
広く市民の意見を聞く機
会を確保し、計画や方針
の策定などに反映させて
いく。

実施

企画政策課

建築課
各課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

49
「市民め～る」等
の活用

「市民め～
る」等の活用

幅広く市民の意見・提言
を聞き、内容を検討する
ことにより、市政運営に
活かしていく。

実施
秘書広報課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

50 市政懇談会の開催
市政懇談会の
開催

平成19年度、20年度は市
内小学校区で、平成21年
度、22年度は中学校区で
タウンミーティングを開
催した。今後も市政懇談
会を開催していく。

中学
校区

で開催

秘書広報課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

51 出前講座の推進
出前講座の
推進

市民グループの求めに応
じて、職員を講師として
派遣し、市政に関する講
座を開き、グループの活
動の手助けをしていく。

制度の
PR

秘書広報課

－32－



２ 市民との協働による市政の推進

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

52
まちづくり推進協
議会の充実と支援

まちづくり
推進協議会の
充実と支援

支所及び市民センターを
拠点とした各地区まちづ
くり推進協議会の活動の
連携を図り、住民のため
の地域の活性化に繋げる
事業を推進する。

9地区
のまち
づくり
推進協
議会の
設立

まちづ
くり推
進協議
会相互
の意見
交換会
議の開
催

地域振興課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

53
各種審議会等への
市民公募委員の登
用推進

市民公募委員
の登用推進

各種審議会等において、
幅広い市民参加が行える
よう、公募委員の登用枠
の拡大を図る。

実施

企画政策課

各課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

54
各種審議会等への
女性委員の登用推
進

女性委員の
登用推進

男女協働参画社会の実現
に向け、各審議会等の委
員改選期には女性の登用
を積極的に図っていく。

実施

企画政策課
都市計画課

農業委員会

各課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

55
ワークショップの
推進

ワークショッ
プの推進

ワークショップを推進す
ることにより、行政主導
型から市民自らが主体と
なって行動し、市民と行
政が協働して市政を推進
していく体制の構築を図
る。

実施

都市計画課

各課

　これまでの行政主導のまちづくりを解消し、ボランティア、ＮＰＯ、民間等とのパートナーシッ
プにより、市民と行政の協働によるまちづくりを進めていきます。
　また、各種委員会・審議会委員の公募枠の拡大など、市民の市政に参加・参画できる機会の充実
に努めます。
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番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

56

ボランティア、
NPO、市民活動団
体の育成・支援・
指導者育成

市民活動支援
センターの
運営体制を
見直し

市民の活動、主体的な地
域づくりを促進するた
め、ボランティアやNPOな
ど市民活動団体の育成や
支援、市民活動を組織・
運営していくコーデイ
ネーターやリーダー等の
育成に取り組む。

組織の
再編、
実施体
制の強
化及び
見直し

実施体
制、支
援体制
の確立

地域振興課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

57
アダプト制度の
推進

アダプト制度
の推進

平成17年4月から稲沢市公
共施設アダプトプログラ
ム（里親制度）実施要綱
により、道路の美化、清
掃活動をボランティア活
動を13団体で実施してい
る。新たな団体の組織化
を図るため、PR活動を実
施していく。

PR
活動

を実施

用地管理課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

違反簡易広告物除却活動
制度に基づき、活動団体
の増加を目指し、周知活
動を行う。

実施
都市計画課

高齢者の生きがい対策に
基づく、高齢者ふれあい
サロンの活動団体の周知
と、参加者の増加を目指
す。

19活動
団体

21活動
団体

22活動
団体

24活動
団体

25活動
団体

高齢介護課

ボランティアグループの
導入により、市民病院内
における患者サービスの
向上を図る。

実施

市民病院
管理課

各種業務への
NPO・ボランティ
アの活用

NPO・ボラン
ティアとの協
働

58
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６ 市民との役割分担を明確にし、効率的で質の高いサービスの実現

１ 民間委託等の推進

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

看護助手業務
の委託化

看護助手職員の退職不補
充及び本庁職場への異動
による看護助手業務の全
面委託化、リネン・洗濯
業務の個別委託の廃止。

実施

市民病院
管理課

浄水場運転管
理委託の委託
業務の拡大

現在浄配水場運転管理の
一部委託を行っているが
委託業務の拡大を図り安
定供給に努める。

委託業
務拡大

水道工務課

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

60
地域団体との
協働の推進

公園管理の
地元団体への
委託

公園や道路の清掃等の日
常的な管理を地域の団体
等に任せることにより、
利用者のモラル向上と施
設の良好な維持管理を目
指す。

【調査対象公園】
｢どうこう公園」、「下津
3号公園」、「西町2号緑
地」ほか

「どう
こう公
園」及
び「下
津3号公
園」受
入団体
調査

｢長岡ﾋﾞ
ｵﾄｰﾌﾟ｣
及び｢広
口池芝
生広場｣
受入団
体調査

「正明寺
公園」、
「白山公
園」、
「小正中
央公
園」、
「小池公
園」受入
団体調査

「下津2号
公園」、
「西町2号
緑地」、｢
(仮称)大江
川親水公
園｣、「下
津3号公
園」、
「(仮称)長
野緩衝緑
地」受入団
体調査

｢(仮称)
目比親
水公
園｣、｢
西町4号
公園｣受
入団体
調査

都市計画課

２ 施設の管理運営等の見直し

番号 実施事項 計画 取組内容 H22 H23 H24 H25 H26 担当課

61
指定管理者制度の
充実

新指針策定に
よる制度の
効果的運用

新たな運用指針を策定
し、指定管理者制度の充
実を図り、また制度を導
入した施設におけるモニ
タリングを通して、管理
運営について検証を行
い、さらなる市民サービ
スの向上に努める。

新指針
策定

実施

企画政策課

各課

　施設管理における行政の関与の必要性を考慮しながら、民間事業者のノウハウを活かした施設運
営により効率的・効果的な管理運営を進めるため、指定管理者制度の充実を図り市民サービスの向
上に努めます。

　民間と競合する事務事業や民間の高度な専門的知識を活用した方がより効率化が図れる業務につ
いては、費用対効果を勘案しながら民間委託等を推進します。

59
外部委託の
検討・推進
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  （２）稲沢市行政経営改革プラン（平成22年度～平成26年度)行動計画取組実績

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

 １-１　組織の改革   [●は実施又は実施に向けた取組、○は未実施又は検討中の項目]
  　１　 組織機構の改革
 　　【実施計画】
         ・適正な組織・機構の見直し  ●平成22年度　・「事務分掌規則」に規定されている各課所管事務につ

 　　　　　　　　いて整理し、改正手続を実施
 ●平成23年度　・課名の変更、事務の移管を含む組織機構の見直しを
 　　　　　　　　行い、関係例規の改正手続を実施
 ●平成24年度　・課内グループの再編
 　　　　　　　・各種制度改正への対応、権限移譲事務の受け入れ、
　　　　　　　　 事務移管等に伴い、所掌事務を整理し、関係例規の
                 改正手続を実施
 ●平成25年度　・課の新設・廃止、事務の移管を含む組織機構の見直し
 　　　　　　　　を行い、関係例規の改正手続を実施
 ●平成26年度　・課内グループの再編
 　　　　　　　・各種制度改正への対応、権限移譲事務の受け入れ及び
　　　　　　　　 事務移管に伴い、所掌事務を整理し、関係例規の改正
                 手続を実施

  　２　 下水道事業の改革
 　　【実施計画】
　　　　 ・地方公営企業法の一部適用  ●平成22年度　　・内部推進検討会の実施、公共下水道事業の設置等に

 　　　　　　　　　関する条例及び財務の特例を定める規則の制定
 ●平成23年度～　・地方公営企業法の一部適用（財務規定等）

　　　　 ・経費負担の明確化、資金調達状況等を適切に区分し  ●平成22年度　・内部推進検討会の実施、会計システム業者との調整
　　　　　 表示  ●平成23年度　・地方公営企業法の一部適用（財務規定等）

 ●平成24年度　・平成25年9月表示（公開）に目標設定
 ●平成25年度　・県内他団体の状況を掲載内容に反映させるため、平成
　　　　　　　　 26年4月表示（公開）に目標変更
 ●平成26年度　・稲沢市公共下水道事業会計決算を市ホームページにて
　　　　　　　　 公開（平成24年度と平成23年度との比較を表示）

  　３　 支所機能の検討
 　　【実施計画】
         ・支所機能の検討  ●平成22年度　・「公共施設のあり方検討委員会（仮称）」において

 　　　　　　　　調査研究する旨、方針決定
 ●平成23年度　・公共施設のあり方検討委員会にて調査研究
 ●平成24年度　・公共施設のあり方検討委員会から「各支所を移転し、
 　　　　　　　　住民サービスの内容を他の市民センターと統一して
 　　　　　　　　いく」旨の検討報告を受領
 ●平成25年度　・「これからの公共施設のあり方に関する報告書」及び
 　　　　　　　　「公共施設再編に関する考え方」に基づき、各支所の
 　　　　　　　　移転に係る検討・協議を実施
 ●平成26年度　・平成28年度中の祖父江支所（保健センター祖父江支所
　               へ）及び平和支所（旧保健センター平和支所へ）移転
                 に向けて関係機関・団体と調整

取 組 項 目 取 組 実 績

※取組項目の追加や実施年度の変更等、計画内容を随時見直しながら取組みを進めました。 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 実 績

  　４　 グループ制の活用
 　　【実施計画】
         ・グループ制の啓発による活用の促進  ○平成22～26年度　・グループ制の活用・啓発方法について検討

  　５　 プロジェクトチームの活用
 　　【実施計画】
         ・組織横断的プロジェクトチーム（ＰＴ）の活用  ○平成22年度　・都市計画道路整備方針及び整備プログラムの策定時期

 　　　　　　　　（予定）を平成24年度に決定
 ○平成24年度　・都市計画道路整備方針及び整備プログラム策定年度の
 　　　　　　　　延伸
 　　　　　　　　 ※県及び市が計画している都市計画道路の整備方針
 　　　　　　　　　 を明確にすることができなかったため、策定時期
 　　　　　　　　　 を平成25年度に延伸するもの
 ○平成25年度　・都市計画道路整備方針及び整備プログラム策定年度の
 　　　　　　　　延伸
 　　　　　　　　 ※平成25年度中に都市計画道路を再編する計画がな
 　　　　　　　　　 かったため、策定時期を平成26年度に延伸するも
　　　　　　　　　　の
 ○平成26年度　・都市計画道路整備方針及び整備プログラムの策定見送
                 り
 　　　　　　　　 ※現時点で都市計画道路の再編計画がないため、策定
 　　　　　　　　　 時期が未定となったもの

 ●平成23年度　　・稲沢市介護保険事業計画等策定プロジェクトチーム
　　　　　　　　 　を設置し、「第5期稲沢市介護保険事業計画及び稲沢
　　　　　　　　　 市高齢者福祉計画」の素案を策定
 ●平成25年度　　・稲沢市臨時福祉給付金等プロジェクトチーム会議を
　　　　　　　　　 設置し、臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給
　　　　　　　　　 付金の給付事務を実施
 ●平成26年度　  ・稲沢市介護保険事業計画等策定プロジェクトチーム
　　　　　　　　　 を設置し、「第6期稲沢市介護保険事業計画及び稲沢
　　　　　　　　　 市高齢者福祉計画」の素案を策定
　　　　　　 　　・稲沢市地域福祉計画策定プロジェクトチームを設置
　　　　　　　　　 し、「第3次稲沢市地域福祉計画」の素案を策定
 ●平成26年度　　・稲沢市社会保障・税番号制度導入対策本部プロジェ
　　　　　　　　 　クトチームを設置し、社会保障・税番号制度（マイナ
　　　　　　　　 　ンバー制度）の導入に向けて準備

 １-２　定員管理の適正化
  　６　 定員適正化計画の見直し
 　　【実施計画】
         ・定員適正化計画の見直し（策定）  ●平成22年度　・正規職員数　10人減（臨時職員1人補充） △ 76,579千円 △ 76,579千円 △ 76,579千円 △ 76,579千円 △ 76,579千円

 ●平成23年度　・正規職員数　13人減（臨時職員9人補充） △ 77,649千円 △ 77,649千円 △ 77,649千円 △ 77,649千円
 ●平成24年度　・正規職員数　12人減（臨時職員3人補充） △ 81,403千円 △ 81,403千円 △ 81,403千円
 ●平成25年度　・正規職員数　 7人減（臨時職員1人補充） △ 47,629千円 △ 47,629千円
 ●平成26年度　・正規職員数　 9人減（臨時職員1人補充） △ 62,274千円
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 実 績

 ○平成22年度　・計画策定年度の延伸
 　　　　　　　　 ※国の通知により平成22年度までの計画を平成23年度
 　　　　　　　　　 まで引き延ばすことができた。

 ○平成23年度　・計画策定年度の延伸
 　　　　　　　　 ※9月に人事院から国家公務員の定年延長に向けた
 　　　　　　　　　 意見申出がなされたが、年度末に政府から再任用
 　　　　　　　　 　制度の強化方針が打ち出されたため、再検討する。
 ○平成24年度　・計画策定年度の延伸
 　　　　　　　　 ※消防職員の人員配置について、現在調整中である
 　　　　　　　　　 ため、策定時期を平成25年度早期に延伸する。
 ●平成25年度　・計画の策定（7月）
 ●平成26年度　・計画に基づく適正な定員管理

 １-３　事務事業の見直し
  　７　 行政評価システムの活用
 　　【実施計画】
         ・事務事業評価の充実  ●平成22年度　・事務事業評価の試行（31事業）

 　　　　　　　・事務事業評価にロジックモデルを導入
 ●平成23年度　・事務事業評価の実施（14事業）
 ●平成24年度　・事務事業評価の実施（18事業）
 ●平成25年度　・事務事業評価の実施（11事業）
 ●平成26年度　・事務事業評価の実施（11事業）

 ●平成22年度　　　・外部評価の試行（3事業）
 ●平成23～26年度　・外部評価の実施（6事業）

 ●平成24～26年度　・各課における評価結果の検証及び方針決定
　　　　　　　　　　 （次年度予算への反映を含む。）
 　　　　　　　　  ・総合計画の進行管理に活用（重点事業調査票への
　　　　　　　　　　 反映）

         ・施策評価の推進  ●平成22・23年度　・施策評価の実施（31施策）
 　　　　　　　　　　 ※平成23年度以降は、市政世論調査による市民
 　　　　　　　　 　　　満足度の公表（2年に1回）に併せて実施
 ●平成25年度　　　・施策評価の実施（31施策）

  　８　 教育委員会の第三者評価の推進
 　　【実施計画】
         ・外部評価委員会による事業の点検及び評価  ●平成22年度　・事業の点検及び評価（29施策）

 ●平成23年度　・事業の点検及び評価（29施策）
 ●平成24年度　・事業の点検及び評価（29施策）
 ●平成25年度　・事業の点検及び評価（28施策）
 ●平成26年度　・事業の点検及び評価（28施策）

 ●平成22～26年度　・報告書を作成し、ホームページにて公表
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 実 績

  　９　 給食基本計画の策定
 　　【実施計画】
         ・給食調理場の形態決定と施設の建設計画の策定  ●平成22年度　・給食施設の方向性について協議

 ●平成23年度　・給食のあり方検討会を開催
 ●平成24年度　・給食施設の方向性について協議
 ●平成25年度　・給食施設の方向性について協議
 　　　　　　　・調理業務の一部民間委託化について検討及び調整
　　　　　　　 ・新稲東小親子方式給食棟の建設に向けて調整
 ●平成26年度　・計画の検討
　　　　　　　 ・調理業務等検討・選定委員会を設置し、祖父江町学校
                 給食センターの調理等業務委託の受託業者を選定
　　　　　　　　 （平成27年度から委託導入）
　　　　　　　 ・新平和中学校親子方式給食棟の建設に向けて調整
　　　　　　　 ・子生和保育園新築と平成27年度の長野保育園との統合
                 準備
　　　　 　　　・平和町学校給食センターの移転建設に伴う平和地区3園
                 の給食施設の検討及び決定

  　１０　 外国人住民に係る事務の見直し
 　　【実施計画】
         ・外国人登録制度の廃止に伴う外国人住民に係る  ●平成22年度　・外国人登録原簿と外国人住民のデータ照合（2,882人）
　　　　　 事務の見直し  　　　　　　　・職場レイアウトの一部変更

 ●平成23年度　・外国人住民に関するデータ整備（2,745人）
 　　　　　　　・既存システムの改修、事務の見直し、職場レイアウトの
 　　　　　　　　変更を協議
 ●平成24年度　・外国人住民の住民基本台帳制度への移行（2,597人）
 　　　　　　　・事務の見直し、職場レイアウトの変更
 ●平成25年度　・外国人住民に住民票コードを付番し、世帯単位で通知書
 　　　　　　　　を発送（2,453人）

  　追①　 郵便料の経費節減
 　　【実施計画】
         ・区内特別郵便の活用  ●平成22年度　　  ・郵便物取扱量の多量な課を対象に9月から試行 △ 378千円

 ●平成23年度　　  ・区内特別郵便の活用開始 △ 725千円
 ●平成24～26年度　・区内特別郵便の活用 △ 445千円 △ 561千円 △ 495千円

 １-４　予算編成の改革
  　１１　 予算枠配分方式の実施 　
 　　【実施計画】
         ・予算枠配分方式の実施及び改善  ●平成22年度　　　・総合計画推進計画を基に予算要求上限額を設定

 ●平成23～26年度　・推進計画の節別計上額を予算枠のベースに設定し、
　　　　　　　　　　 予算を編成

  　１２　 予算の複数年度管理の実施
 　　【実施計画】
         ・予算の複数年度管理  ●平成22年度　　  ・財政計画を作成

 ●平成23～26年度　・財政計画の進行管理
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 実 績

 １-５　入札制度の改革
  　１３　 契約方法の見直し
 　　【実施計画】
         ・一般競争入札の拡大  ●平成22年度　・入札参加要件（総合評定値）の見直し

 ●平成23年度　・工事関係委託業務の導入に向けた試行要領を制定
 ●平成24年度　・入札対象金額の見直し
 　　　　　　　　 ※土木工事関係：4千万円超→3千万円超
 　　　　　　　　　 建築工事関係：9千万円超→6千万円超
 　　　　　　　　　 工事関係委託：1千万円超
 ●平成25年度　・「稲沢市工事施行に関する事務取扱要領」を改定
 　　　　　　　　（事務処理の改善）
 　　　　　　　・市内業者の受注機会の確保及び育成を図るため、
 　　　　　　　　一般競争入札にて地元下請比率を導入
 ●平成26年度　・「物品購入一般競争入札実施要綱」を制定
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

 ２-１　収入確保の徹底
  　１４　 未収金対策の充実・促進
 　　【実施計画】
         ・前納報奨金制度の見直し  ●平成22～26年度　・前納報奨金制度について、広報、チラシ、市ホー

 　　　　　　　　　  ムページにて周知

 ●平成25年度　　　・平成27年度の交付率引下げ、平成29年度の制度廃
 　　　　　　　　　　止を決定
 ●平成26年度　　　・交付率の引下げ及び制度の廃止の時期をそれぞれ
　　　　　　　　　　 1年延伸
　　　　　　　　　　　※消費税増税による市民生活への影響を勘案した
　　　　　　　　　　　　もの

         ・税未納者の不動産の差押公売を実施  ●平成22年度　・不動産の公売実施（1件） △ 518千円
 ●平成23年度　・不動産の公売実施（1件） △ 242千円
 ●平成24年度　・不動産の公売実施（3件） △ 18,068千円
 ●平成25年度　・不動産の公売実施（4件） △ 10,485千円
 ●平成26年度　・不動産の公売実施（1件） △ 1,747千円

         ・インターネット公売  ●平成23年度　・先進地視察の実施（一宮市、小牧市）
 　　　　　　　・運営会社へインターネット公売システム利用申込み
 ●平成24年度　・インターネット公売ガイドラインの作成、実施可能
 　　　　　　　　な体制の整備
 　　　　　　　・差押財産の範囲の拡充（動産、有価証券の追加）

         ・収入確保の徹底を検討  ●平成22年度　・水道料金等取扱業務委託の受託業者をプロポーザル方
　　  　　　　　　　　式により選定〔収納率：99.92％〕

 ●平成23年度　・給水停止に至る期間を約1月短縮〔収納率：99.95％〕
 ●平成24年度　・転居精算時の早期回収策（電話催促、市内転居者訪問
 　　　　　　　　回収）を開始〔収納率：99.94％〕
 ●平成25年度　・水道料金等取扱業務委託の受託業者をプロポーザル方
 　　　　　　　　式により選定〔収納率：99.95％〕
 ●平成26年度　・市内転居者訪問、電話催告、国外転居者現地精算、
 　　　　　　　　未納履歴該当転居者現地精算を実施
　　　　　　　　 〔収納率：99.96％〕

  　１５　 雇用創出策、企業誘致・誘導策の検討
 　　【実施計画】
         ・雇用創出策、企業誘致・誘導策の検討  ●平成22年度　・平和工業団地の開発に係る工事説明会の開催

 ●平成23年度　・県企業庁との事務連絡調整会議を開催（月1回）
 　　　　　　　・立地検討企業への現地案内を実施
 ●平成24年度　・造成工事完了
 ●平成26年度　・進出企業による工場建設 △ 36,934千円

 ●平成23年度　・稲沢市企業立地促進条例、企業立地促進条例施行規則
 　　　　　　　　の制定
 ●平成24年度　・稲沢市内企業再投資促進補助金交付要綱の制定、稲沢
 　　　　　　　　市21世紀高度先端産業立地補助金交付要綱の一部改正

取 組 項 目 取 組 結 果

（※収入増） 

（※収入増） 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

 ●平成25年度　・企業立地促進奨励金の適用企業数　7社
 　　　　　　　　21世紀高度先端産業立地補助金の適用企業数　1社
 　　　　　　　　企業再投資促進補助金の適用企業数　3社
 ●平成26年度　・21世紀高度先端産業立地補助金の適用企業数　2社
 　　　　　　　　企業再投資促進補助金の適用企業数　1社

 ２-２　補助金等の整理合理化
  　１６　 補助金等の見直し
 　　【実施計画】
         ・補助金等の見直し  ●平成23年度　・補助金実態調査の実施

 　　　　　　　・稲沢市補助金等検討委員会を設置・開催（7回）
 　　　　　　　・補助金交付基準の作成、中間提言書の提出、提言に
 　　　　　　　　基づいた予算編成の実施
 ●平成24年度　・稲沢市補助金等検討委員会を開催（7回）
 　　　　　　　・市民公募型補助金の検討
 　　　　　　　・最終提言書の提出、提言に基づいた予算編成の実施 △ 48,995千円 △ 48,995千円 △ 48,995千円
 　　　　　　　　　職員互助会助成金　△5,049千円

 　　　　　　　　　社会福祉協議会ボランティアセンター運営費補助金　△450千円

 　　　　　　　　　浄化槽設置費補助金　△43,496千円

 ●平成25年度　・稲沢市補助金等内部検討委員会を設置・開催（5回）
 　　　　　　　・市民公募型補助金の検討
 　　　　　　　・最終提言書に基づく予算編成の実施 △ 83千円 △ 83千円
 　　　　　　　　　防火危険物安全協会補助金　△50千円

 　　　　　　　　　野菜生産組合補助金　△21千円

 　　　　　　　　　農業改良諸クラブ活動費補助金　△12千円

 ●平成26年度　・稲沢市補助金等内部検討委員会を開催（5回）
 　　　　　　　・市民公募型補助金の検討
 　　　　　　　・最終提言書に基づく予算編成の実施

 ２-３　受益者負担の適正化
  　１７　 公共施設等使用料の見直し
 　　【実施計画】
         ・公共施設等使用料の見直し  ●平成22年度　・稲沢市補助金等検討委員会を設置

 ●平成23年度　・公共施設等使用料の実態調査表を作成
 ●平成24年度　・稲沢市補助金等検討委員会を開催（7回）
 　　　　　　　・最終提言書の提出、適正な公共施設等使用料の算定
 ●平成25年度　・稲沢市補助金等内部検討委員会を設置・開催（5回）
 　　　　　　　・適正な公共施設等使用料の算定及び調整
 ●平成26年度　・稲沢市補助金等内部検討委員会を開催（5回）
 　　　　　　　・適正な公共施設等使用料の算定及び調整

         ・市営住宅家賃の見直し  ●平成22年度　　  ・住戸改善事業の実施（※改善事業費を家賃加算）
 　　　　　　　　　  平成23年度から家賃加算分 2,367千円
 　　　　　　　　　　　地デジ対応：42戸、浴槽設置：5戸
 　　　　　　　　　　平成24年度から家賃加算分 531千円
 　　　　　　　　　　　浴槽設置：3戸

 ●平成23～25年度　・家賃加算の実施 △ 73千円 △ 116千円 △ 71千円 △ 70千円

（※収入増） 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

  　１８　 廃棄物処理の受益者負担の見直し
 　　【実施計画】
         ・特定家庭用機器の収集・運搬  ●平成22年度　・稲沢市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理に関する

 　　　　　　　　条例の一部を改正（家電リサイクル法の規定外品を指
 　　　　　　　　定地まで市が収集運搬する仕組みを創設）
 ●平成23年度　・規定外品の収集運搬　 4件 △ 12千円
 ●平成25年度　・規定外品の収集運搬　34件 △ 102千円
 ●平成26年度　・規定外品の収集運搬　21件 △ 63千円

         ・焼却施設搬入手数料の見直し  ●平成23年度　　・ごみ処理手数料の改正について方針決定
 　　　　　　　　　（150円/10㎏から200円/10㎏へ）
 ●平成24年度　　・ごみ処理手数料を200円/10㎏に改正 △ 30,864千円 △ 25,958千円 △ 30,833千円

 ２-４　施設、資産等の有効活用
  　１９　 公有財産の有効活用
 　　【実施計画】
         ・遊休資産の活用  ●平成22年度　・普通財産（土地）の売却（4筆） △ 41,281千円

 ●平成23年度　・普通財産（土地）の売却（6筆） △ 17,262千円
 ●平成24年度　・普通財産（土地）の売却（5筆） △ 95,411千円
 ●平成25年度　・普通財産（土地）の売却（1筆） △ 6,251千円

 ●平成22年度　・行政財産の貸付を実施（市役所内自動販売機〔4台〕） △ 5,699千円 △ 5,699千円 △ 5,699千円
 ●平成23年度　・行政財産の貸付を実施 △ 4,615千円 △ 4,615千円 △ 4,615千円
 　　　　　　　　　　（祖父江ふれあいの郷〔5台〕、平和らくらくプラザ〔3台〕、

 　　　　　　　　　環境センター〔3台〕、中央図書館〔3台〕及び

 　　　　　　　　　　　祖父江の森図書館〔2台〕の自動販売機を追加）

 ●平成24年度　・行政財産の貸付を実施 △ 1,118千円 △ 1,118千円 △ 1,118千円
 　　　　　　　　　　（総合文化センター〔2台〕、祖父江ふれあいの郷〔1台〕、

 　　　　　　　　　　　平和らくらくプラザ〔2台〕、陸上競技場〔1台〕、

 　　　　　　　　　市民球場〔1台〕及び福島野球場〔1台〕の自動販売機を追加）
 ●平成25年度　・行政財産の貸付を実施 △ 9,729千円 △ 9,729千円
 　　　　　　　　（祖父江の森・温水プール〔3台〕、祖父江町体育館〔2台〕、

 　　　　　　　　　祖父江の森・管理棟〔1台〕及び平和町体育館〔1台〕の

 　　　　　　　　　　　自動販売機を追加。市役所〔4台〕の自動販売機を更新）

 ●平成26年度　・行政財産の貸付を実施 △ 6,296千円
 　　　　　　　　　　（平和町農村環境改善センター〔1台〕及び奥田公園〔1台〕の

 　　　　　　　　　　　自動販売機を追加。祖父江ふれあいの郷〔4台〕、

 　　　　　　　　　　　平和らくらくプラザ〔3台〕、環境センター〔3台〕、

　　　　　　　　　　　 中央図書館〔3台〕及び祖父江の森図書館〔2台〕の自動販売機

                  　　 を更新、

 ●平成22～26年度　・未利用普通財産の貸付を実施 △ 6,575千円 △ 6,503千円 △ 5,194千円 △ 3,666千円 △ 4,026千円

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

  　２０　 新たな財源の確保
 　　【実施計画】
         ・広告掲載による歳入の確保及び歳出の削減  ●平成22年度　・広告審査委員会による広告審査の実施（46件）

 ●平成23年度　・広告審査委員会による広告審査の実施（104件）
 ●平成24年度　・広告審査委員会による広告審査の実施（227件）
 ●平成25年度　・広告審査委員会による広告審査の実施（43件）
　　　　　　　 ・「有料広告掲載に関する要綱」及び「広告掲載基準」
　　　　　　　　 の改正（広告主が法人であった場合に、その代表者の
　　　　　　　　 市税等の納付状況も審査対象とするもの）
 ●平成26年度　・広告審査委員会による広告審査の実施（47件）

 ●平成22～26年度　・「広報いなざわ」への広告掲載 △ 1,800千円 △ 1,800千円 △ 1,800千円 △ 1,800千円 △ 1,800千円
 　　　　　　　　　・市ホームページへのバナー広告掲載 △ 1,270千円 △ 950千円 △ 930千円 △ 1,170千円 △ 1,390千円
 　　　　　　　　　・納税カレンダーへの広告掲載 △ 80千円 △ 60千円 △ 30千円 △ 60千円 △ 70千円

 ●平成22年度　・いなざわタウンガイドへの広告掲載開始（2年に1回更新） △ 560千円
 ●平成24年度　・いなざわタウンガイドへの広告掲載 △ 560千円

 ●平成22年度　・コミュニティバス時刻表への広告掲載開始 △ 120千円
 ●平成23年度　・コミュニティバス停留所標識への広告掲載開始 △ 24千円
 ●平成24年度　・コミュニティバス時刻表への広告掲載 △ 150千円
 ●平成25年度　・コミュニティバス停留所標識への広告掲載 △ 12千円
 ●平成26年度　・コミュニティバス時刻表への広告掲載 △ 150千円

 ●平成22年度　　  ・案内図付き広告掲出パネルの設置について、行政
 　　　　　　　　　  財産の貸付契約を締結
 ●平成23年度　　  ・案内図付き広告掲出パネルの設置開始 △ 1,060千円
 ●平成24～26年度　・案内図付き広告掲出パネルの設置 △ 1,272千円 △ 1,272千円 △ 1,272千円

         ・ネーミングライツの導入による歳入の確保  ●平成23年度　・ネーミングライツの導入に向けた情報収集、資料作
　　　　　　　　 成及び市内企業への説明
 ●平成24年度　・ネーミングライツ・パートナーの募集、優先交渉者の △ 1,000千円
 　　　　　　　　選定、契約締結（対象施設：市民会館、総合体育館）
 　　　　　　　　 ※市民会館は平成25年４月１日から契約期間開始
 ●平成25・26年度　・ネーミングライツ事業の実施 △ 4,000千円 △ 4,000千円
　　　　　　　　 　　 ①市民会館（契約金額：3,000千円／年）
　　　　　　　　 　　 ②総合体育館（契約金額：1,000千円／年）

  　２１　 公用車の効率利用
 　　【実施計画】
         ・公用車の集中管理  ●平成22年度　・車両管理者会議を開催、フロア別部ごとの管理を依頼

 ●平成23年度　・フロア別部ごとに公用車の集中管理、稼動状況調査を
 　　　　　　　　実施
 ●平成24年度　・各課管理の公用車の内、5台を総務課管理に変更
 ●平成25年度　・公用車の削減（1台） △ 80千円
 ●平成26年度　・公用車の削減（1台） △ 161千円

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 

（※収入増） 
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

 ２-５　施設管理の適正化
  　２２　 公共施設のあり方の検討
 　　【実施計画】
         ・公共施設のあり方の検討  ●平成22年度　・市域全体における公共施設の状況調査を実施

 ●平成23年度　・公共施設のあり方検討委員会を開催（2回）
 　　　　　　　・住民アンケートを実施（回収率：56.8％）
 ●平成24年度　・公共施設のあり方検討委員会を開催（8回）
 　　　　　　　・委員会の検討結果を「これからの公共施設のあり方に
 　　　　　　　　関する報告書」として作成
 ●平成25年度　・公共施設のあり方検討委員会を開催（1回）
 　　　　　　　・「公共施設再編に関する考え方」の策定
 ●平成26年度　・各施設における再編の進捗状況の把握
               ・各課の施設再編に向けた取組みをフォローアップ

  　２３　 公共施設マネジメントの構築
 　　【実施計画】
         ・公共施設維持管理計画の策定  ●平成23年度　・公園施設長寿命化計画に関する県との調整

 ●平成24年度　・公園施設長寿命化計画に関する県との調整
 ●平成25年度　・公園台帳の整備
 ●平成26年度　・公園施設長寿命化計画の策定見送り
 　　　　　　　　 ※公園改修に係る補助金の対象公園が本市に存在しな
 　　　　　　　　　 いため。

 ●平成22年度　・公共施設状況調査票を作成
 ●平成23年度　・施設台帳の素案作成
 ●平成24年度　・一部施設（市民センター）の現地調査
　　　　　　　 ・各施設の調査点検表を作成
 ●平成25年度　・施設別工事台帳を作成
 ●平成26年度　・公共施設整備(耐震化)計画を作成
 　　　　　　　・各施設への耐震化指導を実施

         ・市営住宅ストック総合活用計画  ●平成22年度　・市営住宅現地調査、団地カルテ・中間報告書の作成
 　　　　　　　・アンケート調査実施（回収率：61％）
 ●平成23年度　・公営住宅等長寿命化計画を策定
 ●平成24年度　・計画に基づき、西島団地ガス配管改修、堀田団地外壁
　　　　　　　　 吹替・台所改修、矢合団地浴室改修工事を実施
 ●平成25年度　・計画に基づき、西島団地台所改修、堀田団地外壁吹替
　　　　　　　　 矢合団地浴室・分電盤・ガス配管改修工事を実施
 ●平成26年度　・計画に基づき、西島団地台所改修、堀田団地外壁吹替
　　　　　　　　 矢合団地浴室改修工事を実施

         ・橋梁長寿命化修繕計画  ●平成22年度　・橋梁長寿命化修繕計画を策定
 ●平成23年度　・修繕実施に向けた予算の確保（5橋分）
 ●平成24年度　・計画に基づき、国治橋、宮浦橋、大江橋、高御堂1号
 　　　　　　　　橋､高御堂2号橋の補修工事を実施（平成25年度まで）
 ●平成25年度　・計画に基づき、長岡3号・7号橋、蘇水橋、寺島橋、
 　　　　　　　　両寺内橋、法立橋、平六橋、名探橋、名水橋、雁橋、
 　　　　　　　　高御堂1号橋、国治橋の補修工事を実施
　　　　　　　　 （平成26年度まで）
 ●平成26年度　・計画に基づき、巡見橋、下起橋、第二幹矢橋の補修工事
　　　　　　　　 を実施（平成27年度まで）
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

         ・循環型社会形成推進地域計画  ●平成22年度　　・稲沢市循環型社会形成推進地域計画書を作成
　　　　　 及び廃棄物処理施設長寿命化計画  　　　　　　　　・環境大臣による承認

 ●平成23年度　　・廃棄物処理施設の長寿命化計画書を作成
 ●平成24年度　　・廃棄物処理施設の整備に係る発注仕様書を作成
 ●平成25年度　　・廃棄物処理施設の整備（長寿命化）工事に係る契約を
　　　　　　　 　　締結（3か年継続契約）
 ●平成25年度～  ・施設整備（長寿命化）工事を実施（3か年）

 ２-６　財政構造の改善
  　２４　 財政指標の適正管理
 　　【実施計画】
         ・財政指標の算定及び目標値の設定  ●平成22～26年度　・実質赤字比率､連結実質赤字比率､実質公債費比率､

 　　　　　　　　　  将来負担比率､経常収支比率を算定

  　２５　 既発地方債等の低金利借換
 　　【実施計画】
         ・既発地方債等の低金利借換  ○平成22～26年度　・未実施

  　２６　 既発地方債等の適正管理
 　　【実施計画】
         ・公的資金補償金免除繰上償還の実施（一般会計分）  ○平成22･23年度　 ・低利債への借換検討

 ●平成24年度　　  ・繰上償還を実施（償還額：54,450千円） △ 6,951千円
 ○平成25・26年度　・低利債への借換検討

         ・公的資金補償金免除繰上償還の実施（水道事業会計分）  ●平成23年度　・繰上償還を実施（償還額：116,414千円） △ 31,715千円
 ●平成24年度　・繰上償還を実施（償還額：795,392千円） △ 133,077千円

         ・公的資金補償金免除繰上償還の実施（下水道事業分）  ○平成22～26年度　・要件に該当せず

         ・公的資金補償金免除繰上償還の実施（市民病院事業分）  ●平成24年度　・繰上償還を実施（償還額：36,209千円） △ 4,397千円
 ●平成26年度　・繰上償還を実施（償還額：11,242千円） △ 1,261千円

  　２７　 財務諸表の作成
 　　【実施計画】
         ・財務諸表の作成  ●平成22～26年度　・総務省改定モデルの財務諸表を作成

 ●平成23～26年度　・公共施設等使用料の実態調査表を作成
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

 ３-１　職員の意識改革
  　２８　 職員研修の充実
 　　【実施計画】
         ・人材育成基本方針及び社会情勢の変化に対応した  ●平成22～26年度　・次年度稲沢市職員研修計画の策定
　　　　　 職員研修の充実

 ●平成22年度　・研修受講者数　1,848人
 ●平成23年度　・研修受講者数　1,841人
 ●平成24年度　・研修受講者数　1,809人
 ●平成25年度　・研修受講者数　1,699人
 ●平成26年度　・研修受講者数　1,793人

  　２９　 接客向上運動の推進
 　　【実施計画】
         ・接客向上運動の推進ための各種取組みの実施  ●平成22年度　・研修受講者数　107人

 ●平成23年度　・研修受講者数　112人
 ●平成24年度　・研修受講者数　106人
 ●平成25年度　・研修受講者数　108人
 ●平成26年度　・研修受講者数　102人

  　３０　 職員提案制度の充実
 　　【実施計画】
         ・職員提案制度の充実・推進  ●平成22年度　・職員提案制度の推進及び公表（提案実施率：22.0％）

 ●平成23年度　・職員提案制度の推進及び公表（提案実施率：15.4％）
 ●平成24年度　・職員提案制度の推進及び公表（提案実施率：6.5％）
 ●平成25年度　・職員提案制度の推進及び公表（提案実施率：6.7％）
 ●平成26年度　・職員提案制度の推進及び公表（提案実施率：9.1％）
　　　　　　　　  ※提案実施率とは、採用された提案件数のうち、提案
　　　　　　　　 　 どおり実施された件数の割合をいう。

 ●平成23年度　・提案者プレゼンテーション制度を導入し、要綱を改正
 ●平成24年度　・新規採用職員を対象とした提案募集制度を開始

 ３-２　人材の育成・活用
  　３１　 人材育成基本方針の策定・推進
 　　【実施計画】
         ・人材育成基本方針の策定（見直し）とその推進  ●平成22～26年度　・人材育成基本方針に基づく研修の実施

 ●平成22･23年度　・人材育成基本方針策定（見直し）準備
 ●平成24年度　　 ・人材育成基本方針の策定（見直し）〔3月〕

  　３２　 他団体との人事交流
 　　【実施計画】
         ・他団体との人事交流の推進  ●平成22年度　・他団体への派遣　　9人

 ●平成23年度　・他団体への派遣　　8人
 ●平成24年度　・他団体への派遣　　8人
 ●平成25年度　・他団体への派遣　　7人
 ●平成26年度　・他団体への派遣　　7人

取 組 項 目 取 組 結 果
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

 ●平成22年度　・他団体からの受入　7人
 ●平成23年度　・他団体からの受入　6人
 ●平成24年度　・他団体からの受入　7人
 ●平成25年度　・他団体からの受入　8人
 ●平成26年度　・他団体からの受入　7人

  　３３　 任期付任用職員の検討
 　　【実施計画】
         ・任期付任用職員の活用についての検討  ●平成22･23年度　・各部署における必要性及び課題を整理

 ●平成24･25年度　・他市の運用状況等を調査・研究
 ●平成26年度　　 ・総務省通知に基づき任用手法等を整理
　　　　　　　　　　 ※平成26年7月4日付け総務省通知「臨時・非常勤
　　　　　　　　　　　 職員及び任期付職員の任用等について」
                  ・平成27年度内の条例制定について方針決定      

 ３-３　人事給与制度の改革
  　３４　 人事考課制度の構築
 　　【実施計画】
         ・人事考課制度の構築と対象者の全職員への拡大  ●平成22年度　　 ・主査職への本実施に向けた問題の洗い出し及び課題

　　　　　　　　　　整理
 ●平成23年度　　 ・主査職への本実施に向けた様式等を見直し
 ●平成24･25年度　・主査職への本実施に向けた実施方法の検討
 ●平成26年度　　 ・主査職への本実施
　　　　　　　　　・一般職・労務職への試行に向けた実施方法の検討

  　３５　 職員給与の適正化
 　　【実施計画】
         ・職員給与の適正化  ●平成22年度　・職員給与の適正化

 　　給料表の改正　△0.1％ △ 19,064千円 △ 19,064千円 △ 19,064千円 △ 19,064千円 △ 19,064千円
 　　55歳を超える課長職以上職員の減額措置　△1.5％ △ 27,280千円 △ 27,280千円 △ 27,280千円 △ 27,280千円 △ 27,280千円
 　　期末・勤勉手当の改正　△0.2月 △ 101,653千円 △ 101,653千円 △ 101,653千円 △ 101,653千円 △ 101,653千円

 ●平成23年度　・職員給与の適正化
 　　給料表の改正　△0.23％ △ 17,881千円 △ 17,881千円 △ 17,881千円 △ 17,881千円
 　　住居手当額（持ち家分）の改正　△500円 △ 3,000千円 △ 3,000千円 △ 3,000千円 △ 3,000千円

 ●平成24年度　・職員給与の適正化
 　　退職手当の支給率の改正　△0.06％ △ 55,026千円 △ 55,026千円 △ 55,026千円
 　　住居手当額（持ち家分）の改正　△500円 △ 2,388千円 △ 2,388千円 △ 2,388千円

 ●平成25年度　・職員給与の適正化
 　　退職手当の支給率の改正　△0.06％ △ 43,415千円 △ 43,415千円
 　　住居手当額（持ち家分）の廃止　△2,000円 △ 9,093千円 △ 9,093千円

 ●平成26年度　・職員給与の適正化
 　　退職手当の支給率の改正　△0.05％ △ 48,484千円
 　　給料表の改定　0.3％引上げ（若年層に重点） 20,053千円
 　　期末・勤勉手当　0.15月引上げ 53,516千円
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

  　３６　 フレックス制度の検討
 　　【実施計画】
         ・フレックス制度の検討  ●平成22～25年度　・他市の状況を調査・研究

 ●平成26年度　　　・国の動向を注視しつつ、引き続き調査・研究

  　３７　 福利厚生の適正化
 　　【実施計画】
         ・福利厚生の適正化の推進  ●平成23年度　・職員互助会への助成金率の引下げ　△0.7/1000 △ 2,586千円

 ●平成24年度　・職員互助会への助成金率の引下げ　△2.0/1000×1/3
　　【再掲：16 補助金等の見直し（職員互助会助成金分）】
 ●平成25年度　・職員互助会への公費負担（助成金率）の見直し検討
 ●平成26年度　・職員互助会への助成金率の引下げ　△2.0/1000×1/6 △ 1,169千円

(△ 2,586千円)  (△ 2,586千円)  

(△ 2,463千円)  
(△ 2,586千円)  
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

 ４-１　電子市役所の実現
  　３８　 電子申請サービスの推進
 　　【実施計画】
         ・申請書ダウンロード、電子申請（市手続き）の推進  ●平成22年度　・電子申請14件（56手続きで申請可能）

 ●平成23年度　・電子申請26件（56手続きで申請可能）
 ●平成24年度　・電子申請19件（56手続きで申請可能）
 ●平成25年度　・電子申請17件（56手続きで申請可能）
 ●平成26年度　・電子申請21件（56手続きで申請可能）

  　３９　 マルチペイメントネットワーク（ＭＰＮ）
  　　　　 の導入
 　　【実施計画】
         ・マルチペイメントネットワーク（ＭＰＮ）の導入  ●平成22年度　・ＭＰＮに対応可能な新歳入システム（ＴＩＳ）の説明会

 　　　　　　　　を開催し、平成25年4月導入に向けた意見交換を実施
 ●平成25年度　・収納代理金融機関に対して新歳入システム導入による
 　　　　　　　　口座振替データ伝送についてのアンケートを実施し、
 　　　　　　　　相互の受入環境を調整
 ●平成24年度　・平成25年3月から新歳入システムを稼働
 ●平成25年度　・西尾張9市のＭＰＮ導入状況を調査
　　　　　　　 ・ペイジー収納サービス地方公共団体セミナーに参加
　　　　　　　 　 ※ペイジー導入は、マイナンバー制度への対応に合わ
　　　　　　　 　　 せて実施することで、コスト低減を図る。
 ●平成26年度　・市税等の納付機会の拡大に合わせて取り組むよう調整
　　　　　　　　　※ＭＰＮに対応可能な歳入システムは構築済

  　４０　 統合型ＧＩＳ（地図情報システム）の構築
 　　【実施計画】
         ・統合型ＧＩＳ（地図情報システム）の構築  ●平成22～26年度　・システム運用保守及び各業務システムの機能改修・

　　　　　　　　　　 データ更新

 ●平成23年度　・航空写真の撮影、デジタルデータの作成
 ●平成26年度　・航空写真の撮影、デジタルデータの作成

  　４１　 専門職員の育成、情報化研修の実施
 　　【実施計画】
         ・各種研修の実施  ●平成22年度　・地方自治情報センターセミナーへの派遣　5人

 ●平成23年度　・地方自治情報センターセミナーへの派遣　9人
 ●平成24年度　・地方自治情報センターセミナーへの派遣　9人
 ●平成25年度　・地方自治情報センターセミナーへの派遣　9人
 ●平成26年度　・地方自治情報センターセミナーへの派遣　8人

 ●平成22年度　・e-ラーニング（情報セキュリティ研修）　12人
 ●平成23年度　・e-ラーニング（情報セキュリティ研修）　13人
 ●平成24年度　・e-ラーニング（情報セキュリティ研修）　43人
 ●平成25年度　・e-ラーニング（情報セキュリティ研修）　 6人
 ●平成26年度　・e-ラーニング（情報セキュリティ研修）　 6人

 ●平成22年度　・専門派遣研修　2人
 　　　　　　　　 ※平成23年度から専門派遣研修を取り止め、研修先を
 　　　　　　　　 　地方自治情報センターセミナーに一本化した。

取 組 項 目 取 組 結 果
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

  　４２　 緊急情報配信サービスの構築
 　　【実施計画】
         ・緊急情報配信サービスの実施  ●平成22年度　・気象情報、災害対策情報、交通防犯情報（パトネット

 　　　　　　　　あいち）他3項目の配信サービスを開始

 ●平成22年度　・メールアドレス登録者数　7,065人
 ●平成23年度　・メールアドレス登録者数　8,763人
 ●平成24年度　・メールアドレス登録者数　9,098人
 ●平成25年度　・メールアドレス登録者数　9,916人
 ●平成26年度　・メールアドレス登録者数 10,704人

 ４-２　市民サービスの充実
  　４３　 納付機会の拡大
 　　【実施計画】
         ・市税等のコンビニ収納  ●平成22年度　・市県民税、固定資産税、国民健康保険税、保育料、延長

 　　　　　　　　保育料、児童クラブ料、市営住宅家賃へ導入
 　　　　　　　　（納付件数：49,189件）
 　　　　　　　・ホームページ、広報にて実施状況を周知
 ●平成23年度　・ホームページ、広報にてＰＲ（納付件数：66,570件）
 ●平成24年度　・ホームページ、広報にてＰＲ（納付件数：77,704件）
 ●平成25年度　・保育園主食代、市営住宅駐車場使用料、祖父江霊園維持
 　　　　　　　　管理料及び永代使用料へ導入
 　　　　　　　・ホームページ、広報にてＰＲ（納付件数：85,203件）
 ●平成26年度　・ホームページ、広報にてＰＲ（納付件数：91764件）

  　４４　 窓口開設時間の延長の検討
 　　【実施計画】
         ・実施項目の検討及び他課との協議  ●平成22年度　・窓口開設時間延長の必要性、方法、項目等について課内

 　　　　　　　　協議
 ●平成23年度　・県内の実施状況について協議、他課への意向調査を実施
 ●平成24年度　・窓口開設時間延長の試行実施（平成25年1月から）
 ●平成25年度　・窓口開設時間延長の開始（平成26年1月から）
 　　　　　　　 　※毎月第4土曜日・午前9時から正午まで
 　　　　　　  ・臨時休日窓口の試行実施（平成26年3月）
 　　　　　　　   ※3月最終土曜日及び4月第一土曜日
　　　　　　　　　　・午前9時から正午まで
 ●平成26年度  ・臨時休日窓口の本実施（平成27年3月から）
 　　　　　　　   ※3月最終土曜日及び4月第一土曜日
　　　　　　　　　　・午前9時から正午まで

  　４５　 放課後児童クラブの推進
 　　【実施計画】
         ・放課後児童クラブの推進  ●平成22年度　・さざんか児童クラブ、チューリップ児童クラブ、稲沢東

 　　　　　　　　児童クラブの各施設を分割（第1､第2児童クラブ）
　　　　　　　　 （総計：22クラブ）
 ●平成23年度　・下津クローバー児童クラブを分割（第1､第2児童クラブ）
 　　　　　　　　（総計：23クラブ）
 ●平成24年度　・稲沢北児童クラブを新設（総計：24クラブ）
 ●平成26年度　・5つの小学校（小正、稲沢東、下津、坂田、大里東）に
　　　　　　　　 児童クラブを7か所新設（小正クラブ、稲沢東クラブ、
                 下津第1・第2クラブ、 坂田クラブ、大里東第1・第2
                 クラブ)（総計：31クラブ）
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

 ５-１　情報公開の推進及び広報・広聴機能の強化
  　４６　 ホームページの充実
 　　【実施計画】
         ・ホームページの利便性の向上  ●平成22年度　　  ・ホームページ「自動アップロードシステム」開発

 　　　　　　　　　  準備
 ●平成23～25年度　・新システム導入に向けた調査・研究
 ●平成26年度　　  ・トップ画面のリニューアル
　　　　　　　　　 ・フェイスブックの運用開始
　　　　　　　　　 ・ＣＭＳ導入に向けた調査・研究

  　４７　 審議会等会議の公表
 　　【実施計画】
         ・審議会等会議録の公表  ●平成23年度　・周辺市町の公表状況調査（都市計画審議会）

 ●平成24年度　・平成25年度からの公表を決定（都市計画審議会）

 ●平成25年度　・都市計画審議会の会議録を市ホームページ上で公表開始

  　４８　 パブリックコメント制度の活用
 　　【実施計画】
         ・パブリックコメント制度の活用  ●平成22年度　・「稲沢市行政経営改革プラン（平成22年度～平成26年

　　　　　　　　 度）」の策定に係る意見募集（意見件数：2件）
 ●平成23年度　・「第9次稲沢市交通安全計画」の策定に係る意見募集
　　　　　　　　　（意見件数：3件）
　　　　　　　 ・「稲沢市介護保険事業計画・高齢者福祉計画」の策定
　　　　　　　　 に係る意見募集（意見件数：4件）
　　　　　　　 ・「稲沢市住生活基本計画」の策定に係る意見募集
　　　　　　　　　（意見件数：1件）
　　　　　　　 ・「稲沢市汚水適正処理構想」の策定に係る意見募集
　　　　　　　　　（意見件数：4件）
　　　　　　　 ・「新稲沢市民病院基本設計（概要版）」に対する意見
　　　　　　　　 募集（意見件数：40件）
 ●平成24年度　・「稲沢市議会基本条例」の策定に係る意見募集
　　　　　　　　　（意見件数：5件）
　　　　　　　 ・「稲沢市観光基本計画（後期分）」の見直しに係る意
　　　　　　　　 見募集　（意見件数：0件）
 ●平成25年度　・「稲沢市コミュニティバス運行事業計画」の変更に係
　　　　　　　　 る意見募集　（意見件数：35件）
　　　　　　 　・「いきいきいなざわ・健康21（第2次）計画」の策定に
　　　　　　　　 係る意見募集　（意見件数：1件）
　　　　　　　 ・「稲沢市環境基本計画」の中間見直しに係る意見募集
　　　　　　　　　（意見件数：1件）
　　　　　　　 ・「稲沢市尾張国分寺跡史跡保存整備基本構想」の策定
　　　　　　　　 に係る意見募集　（意見件数：2件）
 ●平成26年度　・「稲沢市行政経営改革プラン（平成27年度～平成31年
　　　　　　　　 度）」の策定に係る意見募集　（意見件数：45件）
　　　　　　　 ・「稲沢市障害者計画・障害福祉計画」の策定に係る意
　　　　　　　　 見募集（意見件数：9件）
　　　　　　 　・「第3次稲沢市地域福祉計画」の策定に係る意見募集
　　　　　　　　　（意見件数：5件）
　　　　　　　 ・「稲沢市介護保険事業計画・高齢者福祉計画」の策定
　　　　　　　　 に係る意見募集（意見件数：42件）
　　　　　　　 ・「稲沢市子ども・子育て支援事業計画」の策定に係る
　　　　　　　　 意見募集（意見件数：9件）

取 組 項 目 取 組 結 果
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

　　　　　　　 ・「稲沢市国民健康保険保健事業計画（データヘルス計
　　　　　　　　 画）」の策定に係る意見募集（意見件数：2件）
　　　　　　　 ・「第2次稲沢市子ども読書活動推進計画」の策定に係る
　　　　　　　　 意見募集（意見件数：1件）

 　　　　　　　　
  　４９　 「市民め～る」等の活用
 　　【実施計画】
         ・「市民め～る」等の活用  ●平成22年度　・受付件数　352件

 ●平成23年度　・受付件数　402件
 ●平成24年度　・受付件数　384件
 ●平成25年度　・受付件数　321件
 ●平成26年度　・受付件数　320件

  　５０　 市政懇談会の開催
 　　【実施計画】
         ・市政懇談会の開催  ●平成22年度　・タウンミーティングの実施（参加者数：649人）

 ●平成23年度　・タウンミーティングの実施（参加者数：668人）
 ●平成24年度　・タウンミーティングの実施（参加者数：818人）
 ●平成25年度　・タウンミーティングの実施（参加者数：908人）
 ●平成26年度　・タウンミーティングの実施（参加者数：757人）
 　　　　　　　　　※市内9中学校区で開催

  　５１　 出前講座の推進
 　　【実施計画】
         ・出前講座の推進  ●平成22年度　・開講件数　47件（参加者数：約1,600人）

 ●平成23年度　・開講件数　49件（参加者数：約1,900人）
 ●平成24年度　・開講件数　49件（参加者数：約1,800人）
 ●平成25年度　・開講件数　46件（参加者数：約1,700人）
 ●平成26年度　・開講件数　50件（参加者数：約1,700人）

 ５-２　市民との協働による市政の推進
  　５２　 まちづくり推進協議会の充実と支援
 　　【実施計画】
     ・まちづくり推進協議会の充実と支援  ●平成22年度　・祖父江地区の協議会を他の地区同様、中学校区域の

 　　　　　　　　１団体に編成し、事業の見直しを実施
 ●平成23年度　・まちづくり推進協議会設立30周年記念事業として、
 　　　　　　　　吹奏楽演奏会及び講演会を開催（参加者数：366人）
 ●平成24年度　・相互意見交換会議として、全体会議（2回）及び役員会
 　　　　　　　　（6回）を開催
 　　　　　　　・研修会及び先進地視察研修（犬山市「楽田地区コミュ
 　　　　　　　　二ティ推進協議会」）の実施
 ●平成25年度　・相互意見交換会議として、全体会議（2回）及び役員会
 　　　　　　　　（4回）を開催
 　　　　　　　・講演会及び講習（まちづくりリーダー育成、まちづく
 　　　　　　　　り活動の活性化）の実施
 ●平成26年度　・相互意見交換会議として、全体会議（2回）及び役員会
 　　　　　　　　（4回）を開催
 　　　　　　　・講演会及び講座（住民による防犯対策、地域防犯力の
 　　　　　　　　向上）の実施
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

  　５３　 各種審議会等への市民公募委員の登用促進
 　　【実施計画】
         ・市民公募委員の登用推進  ●平成22年度　・行政改革推進委員会委員への登用（2人）

 ●平成23年度　・公共施設のあり方検討委員会委員への登用（2人）
　　　　　　　 ・補助金等検討委員会委員への登用（2人）
 ●平成25年度　・行政改革推進委員会委員への登用（2人）
　　　　　　　 ・男女共同参画審議会委員への登用（4人）
　　　　　　　 ・子ども・子育て会議委員への登用（3人）
 ○平成26年度　・審議会等における市民公募枠の拡大に向けた啓発方法
　　　　　　　　 について検討
               ・市が設置している審議会等の洗い出し及び委員構成（市
                 民公募委員を含む。）を正確に把握するため、全庁的な
                 調査を平成27年度に実施することを決定

  　５４　 各種審議会等への女性委員の登用促進
 　　【実施計画】
         ・女性委員の登用促進  ●平成22年度　・女性委員の登用率　21.8％

 ●平成23年度　・女性委員の登用率　21.3％
 ●平成24年度　・女性委員の登用率　19.8％
 ●平成25年度　・女性委員の登用率　26.0％
 ●平成26年度　・女性委員の登用率　29.2％

 ○平成26年度　・審議会等における女性登用率の向上に向けた啓発方法
　　　　　　　　 について検討
               ・市が設置している審議会等の洗い出し及び委員構成（女
                 性委員を含む。）を正確に把握するため、全庁的な
                 調査を平成27年度に実施することを決定

  　５５　 ワークショップの推進
 　　【実施計画】
         ・ワークショップの推進  ●平成22年度　・下津3号公園実施設計を地元ワークショップ方式で実施

　　　　　　　　 （4回）
 　　　　　　　・中大通線再整備ワークショップの開催（3回）
 ●平成23年度　・中大通線再整備ワークショップの開催（4回）
 ●平成24年度　・下津2号公園、西町2号緑地の実施設計を地元ワーク
 　　　　　　　　ショップ方式で実施（4回）
 ●平成26年度　・西町4号公園実施設計を地元ワークショップ方式で実施
 　　　　　　　　（4回）

  　５６　 ボランティア、ＮＰＯ、市民活動団体の
　　　　 　育成・支援・指導者育成
 　　【実施計画】
         ・市民活動支援センターの運営体制を見直し  ●平成22年度　・ボランティア団体交流会を開催し、参加団体へ実情説明

 ●平成23年度　・ボランティア団体交流会等を開催し、運営体制について
 　　　　　　　　協議（計10回）
 　　　　　　　・ボランティア団体育成のため、ＮＰＯ相談会（相談件数
 　　　　　　　　2件）及びセミナーを開催
 ●平成24年度　・ボランティア団体交流会を開催し、活動上の課題等を
　　　　　　　　 協議（計4回）
 　　　　　　　・「ＮＰＯ法人の現状と展望」をテーマに研修会を実施
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

 ●平成24年度～　・一部業務（ホームページ作成等）を市民活動団体に
　　　　　　　　　 委託
 ●平成25年度　　・市民活動団体のニーズの把握を目的としたアンケート
 　　　　　　　　　を実施
 　　　　　　　　・「協働」をテーマとした研修会を実施
 　　　　　　　　・登録団体の活動紹介資料を作成し、各公共施設に設置
 ●平成26年度　　・図書の貸出制度を開設。
　　　　　　　 　・メールボックス及びパンフレットスタンドを設置
 　　　　　　　　・県が運営するモリコロ基金の受託団体間で助成金活用
 　　　　　　　　　に向けた意見交換会を開催
 　　　　　　　　・広報いなざわに特集記事を掲載し、施設利用を促進
 　　　　　　　　・助成制度の活用をテーマとした研修会を開催

  　５７　 アダプト制度の推進
 　　【実施計画】
         ・アダプト制度の推進  ●平成22年度　・広報掲載によるＰＲを実施（活動団体数：13団体）

 ●平成23年度　・広報掲載によるＰＲを実施（活動団体数：13団体）
 ●平成24年度　・広報掲載によるＰＲを実施（活動団体数：15団体）
 ●平成25年度　・広報掲載によるＰＲを実施（活動団体数：18団体）
 ●平成26年度　・広報掲載によるＰＲを実施（活動団体数：16団体）

  　５８　 各種業務へのＮＰＯ・ボランティアの活用
 　　【実施計画】
         ・ＮＰＯ・ボランティアとの協働  ●平成22年度～　・違反簡易広告物除去活動制度に基づく活動団体の

　　　　　　　　　 募集案内・活動内容等を広報及び市ホームページ
　　　　　　　　　 にて周知

 ●平成22年度　　・市民病院で外来受付案内、病棟内補助、花壇整備
　　　　　　　　 　（稲沢高校協力）等にボランティアを導入
 ●平成24年度　　・市民病院の花壇除草にボランティアを導入（稲沢
　　　　　　　　 　中学校協力）

 ●平成22･23年度　・高齢者ふれあいサロン活動団体の活動内容・団体
　　　　　　　　　　一覧を広報及びホームページにより周知
 ●平成24年度～　 ・高齢者ふれあいサロン活動団体の活動内容・団体
　　　　　　　　　　一覧を広報、ホームページ及び高齢者福祉ガイド
　　　　　　　　　  ブック「安心の手引き」にて周知
　　　　　　　　  ・既存団体の活動交流会を開催

 ●平成22年度　・高齢者ふれあいサロン活動団体数　19団体
 ●平成23年度　・高齢者ふれあいサロン活動団体数　21団体
 ●平成24年度　・高齢者ふれあいサロン活動団体数　22団体
 ●平成25年度　・高齢者ふれあいサロン活動団体数　24団体
 ●平成26年度　・高齢者ふれあいサロン活動団体数　27団体
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

 ６-１　民間委託等の推進
  　５９　 外部委託の検討・推進
 　　【実施計画】
         ・浄水場運転管理業務の委託の拡大  ●平成22年度　・浄水場運転管理に加え、土日・祝祭日及び年末年始の △ 748千円 △ 748千円 △ 748千円 △ 748千円 △ 748千円

 　　　　　　　　設備点検の委託開始
 ●平成23年度　・土日・祝祭日及び年末年始の浄配水場及び末端地区 △ 335千円 △ 335千円 △ 335千円 △ 335千円
 　　　　　　　　（2箇所）の水質検査の委託開始
 ●平成24年度　・平日の設備点検及び末端地区（2箇所）の水質検査の △ 1,673千円 △ 1,673千円 △ 1,673千円
 　　　　　　　　委託開始
 ●平成25年度　・平成26年3月の長期継続契約の更新に伴い、水質検査の △ 358千円 △ 358千円
 　　　　　　　　実施内容に「味・臭気」の2項目を追加
 ●平成26年度　・更なる委託業務の拡大に向けて課題等を整理

         ・看護助手業務の委託化  ●平成22年度　　・看護助手業務の全面委託開始 △ 13,696千円 △ 12,959千円 △ 12,959千円
 　　　　　　　　　（リネン・洗濯業務の個別委託廃止）
 ●平成25年度　　・診療報酬改正により病棟業務を直営化 △ 19,110千円 △ 30,153千円
　　　　　　　　 　（外来助手、リネン・洗濯業務の委託は継続）

  　６０　 地域団体との協働の推進
 　　【実施計画】
         ・公園管理を地元団体に委託  ●平成22年度　・｢陸田どんぐり公園｣、｢陸田宮前公園｣、

 　　　　　　　　｢陸田宮前ひまわり公園｣、｢みゆき公園｣、｢長出公園｣
 　　　　　　　　及び｢どうこう公園｣の6公園を地元団体に委託
 ●平成23年度　・｢ビオトープながおか｣及び｢広口池芝生広場｣の2公園を
 　　　　　　　　地元団体に委託
 ●平成24年度　・｢正明寺公園｣、｢白山公園｣、「小正中央公園」及び
 　　　　　　　 「小池公園」の4公園を地元団体に委託
 ●平成25年度　・｢大江川親水公園｣及び｢夢逢緑地｣の2公園を地元団体に
 　　　　　　　  委託
 ●平成26年度　・｢かなしんでん公園｣、「かたまち希望の丘公園」及び
 　　　　　　　  「新町いこいの森公園」の3公園を地元団体に委託

 ６-２　施設の管理運営等の見直し
  　６１　 指定管理者制度の充実
 　　【実施計画】
         ・新指針策定による制度の効果的運用  ●平成22年度　・新たな運用指針の策定

 　　　　　　　・選定委員会の見直し（各施設所管課長を委員に選任）
 ●平成23年度　・平成24年度更新施設（祖父江の森、稲沢勤労青少年
 　　　　　　　　ホーム、勤労青少年体育センター、武道館、弓道場）
 　　　　　　　　に係る募集・選定
 ●平成24年度　・制度導入施設の指定更新
　　　　　　　 ・平成25年度更新施設（祖父江ふれあいの郷、平和らく
 　　　　　　　　らくプラザ、農村環境改善センター、市民球場、市民
 　　　　　　　　テニスコート、福島野球場、陸上競技場、奥田公園テ
 　　　　　　　　ニスコート）に係る募集・選定
 　　　　　　　・運用指針の改定
 　　　　　　　・選定委員会の見直し（施設所管課ごとに設置）

取 組 項 目 取 組 結 果
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平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

取 組 項 目 取 組 結 果

 ●平成25年度　・制度導入施設の指定更新
　　　　　　　 ・平成26年度更新施設（祖父江ふれあいの郷、平和らく
 　　　　　　　　らくプラザ、市民球場、市民テニスコート、福島野球
 　　　　　　　　場、陸上競技場、奥田公園テニスコート、祖父江斎場
 　　　　　　　　ほか20施設）に係る募集・選定
 　　　　　　　・平成26年度導入施設（明治老人福祉センターけやき館）
 　　　　　　　　に係る募集・選定
 　　　　　　　・選定委員会を施設所管課ごとに設置
 ●平成26年度　・制度導入施設の指定更新
　　　　　　　 ・明治老人福祉センターけやき館への新規導入 △ 553千円
　　　　　　　 ・平和浄化センターへの新規導入検討
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年　度　別 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度
実　績　影　響　額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額 実 績 影 響 額

節 減 額 △ 239,398千円 △ 372,174千円 △ 671,503千円 △ 634,003千円 △ 758,802千円
収 入 増 △ 57,903千円 △ 38,300千円 △ 166,827千円 △ 70,309千円 △ 99,498千円
投 資 額 2,898千円 0千円 0千円 0千円 73,569千円
差 引 額 △ 294,403千円 △ 410,474千円 △ 838,330千円 △ 704,312千円 △ 784,731千円

※実績影響額及び影響見込み額の挙げ方
　・複数年度にわたって改革効果が継続するものは、次年度以降にも影響額を挙げる。
　・複数年度にわたって改革効果が継続するものであっても、影響見込み額が未定のものは、明らかな年度
　  のみ挙げる。

（節減額）

（収入増）

（投資額）

（差引額）

（平成22年度～平成26年度）

影響額合計

△ 3,032,250千円

行 動 計 画
実 績 影 響 額

△ 2,675,880千円

76,467千円

△ 432,837千円
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